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​はじめに​

​令和6年度の札幌こころのセンター（札幌市精神保健福祉センター）所報をご覧いただ​
​き、心より感謝申し上げます。​

​この所報は、当センターの一年間の活動の軌跡を記録したものであり、今後の札幌市の​
​精神保健福祉施策を検討するための重要な基礎資料となります。​

​令和6年度は、社会情勢において大きな変化が続いた一年でした。人手不足や円安による​
​物価高、需給バランスの変化等によるコメ価格の急騰、さらには「闇バイト」が絡む犯罪の​
​多発など、市民生活には様々な不安がつきまといました。また、3年ぶりの内閣総理大臣の​
​交代や衆院選での​​15​​年ぶりの自公過半数割れなど、政治の面でも大きな転換期を迎えまし​
​た。​

​このような状況下、精神保健福祉行政においては国の制度改正への的確な対応が求めら​
​れており、当センターでは、令和6年4月の改正精神保健福祉法施行に伴う精神医療審査会​
​での審査件数増加に対応するため、次年度からの合議体数及び委員数の増加による審査体制​
​の拡充に向けて準備を進めてまいりました。​

​また、前年度に策定した「札幌市自殺総合対策行動計画2024」に基づく自殺対策の取組​
​として、「小中学生等に対する自殺予防啓発事業実施費用補助事業」を新たに開始し、児童​
​生徒への自殺予防に関する正しい知識の普及啓発を推進するとともに、年度途中から「さっ​
​ぽろ子どもの自殺危機対応チーム事業」を試行的に開始し、専門職で構成されるアドバイザ​
​リーチームが自殺関連行動のある児童生徒の支援方針について学校等へ助言を行う仕組みを​
​構築し、子ども・若者の自殺対策を強化しました。さらに、がん患者を支援する医療従事者​
​等向けの研修会を初めて開催し、がん患者の自殺リスクや具体的な関わり方等について学ぶ​
​機会を提供し、自殺のハイリスク者対策の推進にも取り組みました。​

​ひきこもり対策においても、ひきこもり地域支援センターの相談員の増員や、集団型支​
​援拠点「よりどころ」でのメタバースの活用開始など、支援体制の拡充を行いました。​

​当センターの事業は、地域のアカデミア、医療機関、自助グループ、家族会といった関​
​係機関の皆様の御理解と御協力があってこそ成り立っています。この所報にまとめられた成​
​果は、その御理解・御協力の賜物であると同時に、解決すべき課題が依然として多く残され​
​ていることも示しています。​

​今後も、社会情勢の変化に伴い、精神保健福祉を取り巻く環境は大きく変化していくこ​
​とが予想され、精神保健福祉行政に携わる我々は、常に新たな課題に直面し続けるものと認​
​識しています。この所報にまとめられた結果を真摯に受け止め、地域のニーズに応じた質の​
​高い精神保健福祉サービスを提供できるよう、職員一同、決意を新たにしております。​

​皆様の変わらぬ御理解と御協力を重ねてお願い申し上げますとともに、この所報が、札​
​幌市の精神保健福祉行政の現状と今後の方向性について、理解を深めていただく一助となれ​
​ば幸いです。​

​令和８年３月吉日​

​札幌こころのセンター（札幌市精神保健福祉センター）​
​所長 　棚橋幸野​
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Ⅰ 概要 
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１ 沿革 

札幌こころのセンター（札幌市精神保健福祉センター、以下「センター」という。）

は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。以下「法」

という。）第６条に基づき、精神保健福祉に関する技術的中核機関として設置されて

いる。 

平成９年４月１日 
大都市特例により北海道から業務が委譲されることに伴い、札幌市中央

区大通西 19 丁目 札幌市保健所１階にセンターを新設 

平成９年４月 心の健康づくり電話相談事業をセンターへ移管 

平成 14 年４月 
法の一部改正により、精神医療審査会事務、自立支援医療（精神通院医

療）の支給認定及び精神障害者保健福祉手帳判定事務をセンターへ移管 

平成 15 年４月 精神障害者社会適応訓練事業をセンターへ移管 

平成 16 年２月 
センターの愛称を一般公募し、応募案を参考に「札幌こころのセンタ

ー」に決定 

平成 16 年５月１日 
札幌市保健所が、建物老朽化により大通の北側へ新築移転することに伴

い、新庁舎（ＷＥＳＴ19）の４階へ移転 

平成 16 年６月１日 札幌市精神科救急情報センターを開設 

平成 17 年４月 「札幌市発達障害者支援関係機関連絡会議」を発足 

平成 20 年８月 「札幌市自殺予防対策庁内連絡会議」を発足 

平成 21 年７月 副市長を委員長とする「札幌市自殺総合対策推進会議」を発足 

平成 21 年 10 月 
「北海道地域自殺対策緊急強化推進事業に係る補助金」を活用し、自殺

予防対策事業を開始 

平成 22 年３月 「札幌市自殺総合対策行動計画」（平成 21～25 年度）を策定 

平成 23 年３月 内閣府の「こころの健康相談統一ダイヤル」に参加 

平成 25 年３月 精神障害者社会適応訓練事業を廃止 

平成 26 年３月 
「第２次札幌市自殺総合対策行動計画（札幌ほっとけない・こころのプ

ラン）」（平成 26～30 年度）を策定 

平成 29 年４月 地域自殺対策推進センター運営事業を開始 

平成 31 年３月 「札幌市自殺総合対策行動計画 2019」（令和元～５年度）を策定 

令和２年１月 札幌市依存症相談拠点（「札幌市依存症相談窓口」）を開設 

令和２年４月 ひきこもり対策推進事業をセンターへ移管 
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令和４年４月 

各区保健福祉部で行っていた自立支援医療（精神通院医療）、精神障害

者保健福祉手帳の支給（交付）認定業務を精神保健福祉センターに集約

し精神事務係として移管 

令和６年３月 「札幌市自殺総合対策行動計画 2024」（令和６～10 年度）を策定 

 

 

２ 業務概要 

センターは、法第６条第２項に基づき、精神保健及び精神障害者の福祉に関する知

識の普及を図り、及び調査研究を行い、かつ、精神保健及び精神障害者の福祉に関す

る相談及び指導のうち複雑又は困難なものを行っている。具体的な運営については、

厚生労働省が定めた精神保健福祉センター運営要領（平成８年健医発第 57 号厚生省

保健医療局長通知）により行われている。 

⑴ 企画立案 

地域精神保健福祉を推進するため、札幌市の精神保健福祉主管部局及び関係諸機

関に対し、専門的立場から、社会復帰の推進方策や、地域における精神保健福祉施

策の計画的推進に関する事項等を含め、精神保健福祉に関する提案、意見具申等を

する。 

⑵ 技術支援 

地域精神保健福祉活動を推進するため、各区役所の職員等に対し、専門的立場か

ら、積極的な技術支援を行う。 

⑶ 人材育成 

各区役所、精神保健福祉関係機関及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成17年法律第123号。以下「障害者総合支援法」という。）

に規定する障害福祉サービスを行う事業所等その他の関係諸機関等で精神保健福祉

業務に従事する職員等に、専門的研修等の教育研修を行い、技術的水準の向上を図

る。 
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⑷ 普及啓発 

札幌市民に対し精神保健福祉及び精神障がいについての正しい知識、精神障がい

者の権利擁護等について普及啓発を行うとともに、各区等が行う普及啓発活動に対

して専門的立場から協力、指導及び援助を行う。 

⑸ 調査研究 

地域精神保健福祉活動の推進並びに精神障がい者の社会復帰の促進及び自立と社

会経済活動への参加の促進等についての調査研究をするとともに、必要な統計及び

資料を収集整備し、各区等が行う精神保健福祉活動が効果的に展開できるよう資料

を提供する。 

⑹ 精神保健福祉相談 

センターは、精神保健及び精神障がい者福祉に関する相談及び指導のうち、複雑

又は困難なものを行う。心の健康相談から、精神医療に係る相談、社会復帰相談を

はじめ、アルコール、薬物、思春期、認知症等の特定相談を含め、精神保健福祉全

般の相談を実施する。センターは、これらの事例についての相談指導を行うため、

総合的技術センターとしての立場から適切な対応を行うとともに、必要に応じて関

係諸機関の協力を求めるものとする。 

⑺ 組織育成 

地域精神保健福祉の向上を図るためには、地域住民による組織的活動が必要であ

る。このため、センターは、家族会、患者会、社会復帰事業団体などの組織の育成

に努めるとともに、各区役所単位での組織の活動に協力する。 

⑻ 精神医療審査会の審査に関する事務 

精神医療審査会の開催事務及び審査遂行上必要な調査その他当該審査会の審査に

関する事務を行うものとする。また、法第 38 条の４の規定による請求等の受付に

ついてもセンターにおいて行うなど、審査の客観性、独立性を確保できる体制を整

えるものとする。 

⑼ 自立支援医療（精神通院医療）及び精神障害者保健福祉手帳の判定事務 

センターは、障害者総合支援法第 52 条第１項の規定による自立支援医療（精神

通院医療）の支給認定及び法第 45 条第１項の規定による精神障害者保健福祉手帳
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の交付申請に対する判定業務を行うものとする。 

 

上記⑴～⑼のほか、センターでは、精神科救急情報センターの運営や自殺総合対策

推進事業など、法定業務以外も行っている。 

⑽ 精神科救急情報センターの運営 

平日夜間及び土曜日、日曜日、祝日における緊急の精神科医療に対応するため、

精神科救急情報センターの運営を行う。 

⑾ 自殺総合対策推進事業の実施 

「札幌市自殺総合対策行動計画2024」に基づき、札幌市における自殺総合対策の

主管課としてさまざまな事業を実施し、市民が安心・安全に暮らせるまちづくりを

進め、「ひとりでも多くの命を救う」ことのできる社会の実現を目指す。 

⑿ 依存症対策地域支援事業の実施 

依存症への総合的な対策の実施と強化のため、医療体制の整備（依存症専門医療

機関の設置等）、相談体制の整備（依存症相談窓口の設置、市民への普及啓発、研

修の実施等）、連携体制の構築（依存症対策地域支援連携会議の開催等）に向けた

取組を、北海道と連携をしつつ実施する。 

⒀ ひきこもり対策推進事業の実施 

ひきこもりに特化した専門相談窓口としての機能を有する「ひきこもり地域支援

センター」を設置し、ひきこもり本人やその家族等、誰もが安心して相談できる環

境を整備する。 

また、ひきこもり本人やその家族等が定期的に情報交換及び相談員からの支援を

受けられるよう、集団型支援拠点「よりどころ」を定期開催する。 

⒁ 自立支援医療（精神通院医療）及び精神障害者保健福祉手帳の決定事務 

 上記⑼自立支援医療（精神通院医療）及び精神障害者保健福祉手帳の判定結果に 

基づき自立支援医療（精神通院医療）の支給認定及び精神障害者保健福祉手帳の交 

付申請に対する決定事務を行う。 

 

 



 

 

 

３ 施設及び職員 

⑴ 施設状況 

名称 
札幌こころのセンター 

（札幌市保健福祉局障がい保健福祉部精神保健福祉センター） 

所在地 

〒060-0042 

札幌市中央区大通西 19 丁目 ＷＥＳＴ19 ４階 

（札幌市営地下鉄東西線「西 18 丁目」駅１番出口すぐ） 

床面積 1,286.93 ㎡ 

電話

番号 

代表電話 011-622-5190 

精神事務係 011-590-1766 

相談専用 011-622-0556 

ＦＡＸ 011-622-5244 

Ｅメール kokoronocenter@city.sapporo.jp 

公式

ＨＰ 

札幌こころの 

センター 

https://www.city.sapporo.jp/eisei/gyomu/ 

seisin/ 
 

札幌こころの 

ナビ 

https://www4.city.sapporo.jp/hottokenai-

kokoro/hottokenai-kokoro.html 

 

公式Ｘ（旧 Twitter） https://x.com/kokoronocenter 
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⑵ 施設の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 国土地理院地図（電子国土 WEB）を基に作成。 

 

⑶ 職員配置（年度末現在） 

職名 職種 

人数 備考 

令和 

５年度 

令和 

６年度 
 

精神保健担当部長 技術職員(医師) １ １  

所長 技術職員(医師) ０ ０ 精神保健担当部長事務取扱 

業務担当課長 事務職員 １ １  

相談支援担当課長 技術職員(保健師) １ １  

管理係長 事務職員 １ １  

管理係 
事務職員 ６ ５  

会計年度任用職員 ２ １  

自殺対策担当係長 事務職員 ０ １  

精神事務係長 事務職員 １ １  

精神事務係 
事務職員 ７ ７  

会計年度任用職員 ５ ５  

相談支援係長 技術職員(保健師) １ １  

相談支援係 

技術職員(保健師) ２ ２  

技術職員(ｾﾗﾋﾟｽﾄ) ３ ３  

技術職員 

(作業療法士) 
１ １  

保健推進担当係長 技術職員(ｾﾗﾋﾟｽﾄ) １ １  

総数 ３３ ３２  



 

 

 

４ センター相談業務関連図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌市障がい福祉課 
（精神保健・医療福祉係） 

 

 連絡調整 

保護観察所 

連携・協力 

相談 

・調査研究等に基づく資料等の提供 
・関係職員の人材育成 
・専門的技術支援及び援助 

連携・協力 

医療機関 
相談機関 

連携・協力 
・複雑困難事例の相談等 
・情報の提供 

相談 
各区保健福祉部保健福祉課（精神保健福祉相談員） 

地域に密着したきめ細やかなサービスの提供（相談窓口） 
 

・精神保健福祉相談 
・訪問指導  

札幌市児童相談所 
 

札幌市教育委員会 
他、各部局 

連携・協力 

北海道障がい者保健福祉課 
 

北海道立精神保健福祉センター 

連携・協力 

札幌こころのセンター 
（札幌市精神保健福祉センター） 
専門的・総合技術センター 

・企画立案 
・技術支援 
・人材育成 
・普及啓発 
・調査研究 
・精神保健福祉相談 
・組織育成 

 

医療機関等 

   市民 
(家族・当事者) 

教育機関 

警察等 
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５ 歳出予算決算状況 

（単位：千円）  

名称 
令和６年度 

予算額(Ａ) 

令和６年度 

決算額(Ｂ) 
（A）－（B） 

精神保健福祉センター運営費 84,097 75,586 8,511 

精神科救急医療体制整備費 39,000 38,132 868 

自殺総合対策推進事業費 21,000 18,941 2,059 

ひきこもり対策推進費 24,000 23,756 244 

 

 

 

  



 

 

 

  

Ⅱ 実績 
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１ 企画立案 

⑴ 行政関係会議等への参加 

  精神保健福祉及びその関連領域の諸問題の解決や支援等を目的とした所管部局・

団体による会議等へ委員等として出席し、専門的立場から意見提案等を行っている。 

ア 精神保健福祉関係 

主催者 会議名 開催日 

札幌市社会福祉協議会 権利擁護審査会 合計 10 回参加 

公益財団法人 

北海道精神保健推進協会 
北海道精神保健推進協会評議員会 

書面とｵﾝﾗｲﾝの 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ開催 

北海道精神保健協会 北海道精神保健協会常任理事会 書面開催 

  イ 精神医療審査会 

主催者 会議名 開催日 

札幌市精神医療審査会 札幌市精神医療審査会総会 

４月 

※参集とｵﾝﾗｲﾝの 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ開催 

札幌市精神医療審査会 札幌市精神医療審査会合同委員会 

12 月 

※参集とｵﾝﾗｲﾝの 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ開催 

全国精神医療審査会 

連絡協議会 

令和６年度全国精神医療審査会連絡協議会総

会・シンポジウム 
２月 21 日(金) 

  ウ 医療観察法 

主催者 会議名 開催日 

札幌保護観察所 
心神喪失者等医療観察法に係るケア会議 

(指定入院医療機関主催 ＣＰＡ会議含む) 
合計 57 回参加 

札幌保護観察所 
令和６年度医療観察制度 

北海道運営連絡協議会 

９月３日(火) 

※ｵﾝﾗｲﾝ開催 

  エ 犯罪被害者支援 

主催者 会議名 開催日 

北海道被害者支援連絡協議会 北海道被害者支援連絡協議会定期総会 ７月 29 日(月) 

札幌方面中央警察署警務課 札幌中央被害者支援連絡協議会定期総会 ９月 10 日(火) 

  オ 依存症 

主催者 会議名 開催日 

依存症対策全国センター 
令和６年度都道府県等依存症専門医療機関・ 

相談員等合同全国会議 

２月 14 日(金) 

 

北海道 
令和６年度 北海道ギャンブル等依存症対策

推進会議「対策推進部会」 

６月 20 日(木) 

※ｵﾝﾗｲﾝ開催 

北海道 
令和６年度 北海道ギャンブル等依存症対策

推進会議 

３月 13 日(木) 

※参集とｵﾝﾗｲﾝの 

ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄ開催 

北海道 
令和６年度 北海道アルコール健康障害対策

推進会議 
11 月６日(水) 
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カ 全国及び東北・北海道精神保健福祉センター（所）長会等 

主催者 会議名 開催日 

全国精神保健福祉 

センター長会 

全国精神保健福祉センター長会定期総会 
７月４日（木） 

～５日（金） 

全国精神保健福祉センター長会 

精神保健福祉センター所長会議 

(全国精神医療審査会長会議と合同開催) 

２月 20 日（木） 

～21 日（金） 

キ 自殺対策 

主催者 会議名 開催日 

いのち支える自殺総合対策 

推進センター 

地域自殺対策推進センター連絡会議 

７月 22 日（月） 

２月 13 日（木） 

※いずれもｵﾝﾗｲﾝ開催 

北海道・東北地域自殺対策推進センター 

ブロック会議 
９月３日（火） 

北海道保健福祉部 北海道自殺対策連絡会議 ３月 25 日(火) 

 

⑵ 自殺対策関係会議の開催 

センターでは、自殺対策の所管課として、札幌市自殺総合対策推進会議を中心と

する庁内会議と医療・福祉・教育・法律等の分野 29 機関で構成する札幌市自殺総

合対策連絡会議の運営や事業の企画・実施、予算要求及び議会対応等を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会議名 開催日 

札幌市自殺総合対策推進会議幹事会 
１月 30 日（木）～２月７日（金） 

※書面開催 

札幌市自殺総合対策推進会議 ２月 27 日（木） 

札幌市自殺総合対策連絡会議 ２月３日（月） 

自殺未遂者支援部会 
８月 20 日（火） 

３月３日（月） 

学生メンタルヘルス支援部会 
７月 22 日（月） 

３月 11 日（火） 
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２ 技術支援・技術援助 

⑴ 連絡調整支援事業 

各区の精神保健福祉活動における問題等について、専門的見地から指導・支援を

行うことで、各区の精神保健福祉相談体制の強化・向上を図ることを目的に平成16

年度から本事業を実施している。技術職員（精神保健福祉士、セラピスト、保健師、

作業療法士）が定期的に各区に出向き、または電話等により、困難事例等に対して

コンサルテーションを行い、各区の精神保健福祉相談員をサポートしている。令和

６年５月より、実施要領の一部改正を行い、職員の派遣回数が、月に１回から概ね

２か月に１回となったため、件数が減少している。 

＜各区の相談件数（内容別）＞ 

相談内容 

中

央 

北 東 白

石 

厚

別 

豊

平 

清

田 

南 西 手

稲 

合

計 

老人保健 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

入院・治療 3 2 3 0 0 3 0 0 0 0 11 

社会復帰 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

アルコール 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

薬物 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ギャンブル 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

ゲーム 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

思春期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

心の健康づくり 0 1 0 0 0 0 0 1 11 0 13 

ひきこもり 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

自殺関連 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0 4 

自死遺族 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

犯罪被害 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

発達障害 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 

高次脳機能障害 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 

その他 4 1 14 0 1 1 4 3 4 1 33 

令和６年度 合計 9 5 18 0 3 4 4 4 18 1 66 

令和５年度 合計 21 21 3 9 35 12 5 7 9 16 138 

 

⑵ 障害福祉サービス（精神障がい者）支給に係る意見依頼について 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づき、平成 18 年 10 月の障害者自

立支援法施行時より、精神医学的見地から障害福祉サービス（精神障がい者）支給

の要否に係る意見を述べている。各区保健福祉部が申請時に受理した書類等と、各

区精神保健福祉相談員が障害支援区分認定調査で聴取した生活状況等の情報をもと

に実施している。令和４年 12 月より、通知の一部改正を行ったため、意見依頼数

は大幅に減少している。 
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ア 区別依頼数 

依頼内容 
中

央 
北 東 

白

石 

厚

別 

豊

平 

清

田 
南 西 

手

稲 

合

計 

精神障がい者であることの確認 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 4 

障害福祉サービス支給要否 0 1 3 0 0 0 0 0 1 0 5 

令和６年度 合計 2 1 5 0 0 0 0 0 1 0 9 

令和５年度 2 2 0 2 0 0 0 0 2 1 9 

 

イ 依頼内容及び回答 

(ｱ) 精神障がい者であることの確認依頼数及び回答内訳 

年度 確認できる 疑義あり 合計 

令和６年度 2 2 4 

令和５年度 1 0 1 

(ｲ) 障害福祉サービス意見依頼内容及び回答内訳（重複あり） 

サービス種別 令和６年度 令和５年度 

居宅介護 0 0 

行動援護 0 3 

重度訪問介護 0 0 

生活介護 0 4 

短期入所 0 0 

施設入所支援 0 3 

共同生活援助 0 0 

自立訓練(生活訓練) 0 0 

自立訓練(宿泊型) 0 0 

就労移行支援 0 0 

就労継続支援Ａ・Ｂ型 5 0 

移動支援 0 0 

合計 5 10 
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⑶ コンサルテーション 

ア 依頼者別件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 「その他」は、上記以外の本市の他部署や教育機関、地域の相談・支援機関など。 

※ 令和５年度のコンサルテーション件数は 138 件（参考）。 

※ 医療機関からの依頼10件のうち４件は、心神喪失者等医療観察法に係る指定

入院医療機関主催のＣＰＡ会議。 

 

イ 内容 

相

談

内

容 

老

人

精

神

保

健 

入

院

・

治

療 

社

会

復

帰 

ア
ル
コ
ー
ル 

薬

物 

ギ

ャ

ン

ブ

ル 

ゲ
ー
ム 

思

春

期 

心

の

健

康

づ

く

り 

ひ

き

こ

も

り 

自

殺

関

連 

自

死

遺

族 

犯

罪

被

害 

発

達

障

害 

高

次

脳

機

能

障

害 

そ

の

他 

合

計 

件

数 
2 23 51 6 4 1 0 1 16 2 5 1 0 1 1 62 176 

 

ウ 心身喪失者等医療観察法関連 

年度 

支援事例数 

処遇終了 

件数 

ケア会議 

出席件数 

（CPA 会議

除く） 

合計 新規 

前年度 

からの継続 

令和６年度 23 4 19 4 50 

令和５年度 21 10 11 2 49 

 

 

 

 

依

頼

者 

区

保

健

福

祉

課 

市

教

育

委

員

会 

保

護

観

察

所 

児

童

観

察

所 

医

療

機

関 

福

祉

施

設 

相
談
室
・
地
域
活
動 

支
援
セ
ン
タ
ー 

そ

の

他 

合

計 

件

数 
83 0 49 1 10 1 3 25 172 
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３ 人材育成 

 ⑴ 精神保健福祉関係職員研修 

精神保健福祉相談業務に携わる職員の資質向上を図るため、業務に必要とされる

知識及び援助技術等に関する各種研修を実施している。 

ア 精神保健福祉相談員研修 

  対象：各区保健福祉課の精神保健福祉相談員 

研

修

名 

実施日 内容 講師 受講者 

基

礎

研

修 

４月 23 日(火)、 

 24 日(水) 

精神疾患の理解と対応 所長（医師） 

５名 

精神保健福祉法について 精神保健・医療福祉係長 

精神科病院の入院形態等 精神保健・医療福祉係 

精神障害者保健福祉手帳・精神通院医療

制度 
精神保健・医療福祉係 

精神保健福祉相談員の業務 
区保健福祉課 

精神保健福祉相談員 

精神保健福祉センターの業務 相談支援係長 

札幌市精神科救急情報センターについて 保健推進担当係長 

事

例

検

討

会 

月１回程度開催 

（合計９回） 

各区から輪番で提出される事例を通じ

て、対象者支援における「アセスメント

(見立て)」や「プランニング(手立て）」

について検討するもの 

所長（医師） 

相談支援係 

80 名 

(延) 

施

設

見

学 

８月 20 日(火) 

特定非営利法人札幌市精神障害者家族連

合会 

地域生活支援センターさっぽろ 

札幌むつみ会 

－ 10 名 

９月４日(水) 医療法人北仁会 旭山病院 － ７名 

テ
ー
マ
別
研
修 

11 月 22 日(金) 

精神保健福祉相談員の研修ニーズを踏ま

え、日頃の業務で必要な精神保健福祉に

関する知識や相談援助技術等を習得し、

相談対応力の向上を図るもの 

 

テーマ「対象者の行動変容を優しくサポ

ートする面談スタイル」～動機づけ面接

を臨床活用する～ 

札幌学院大学人文学部 

教授 

北田 雅子氏 

20 名 

(集合) 
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 イ 精神保健福祉関係職員研修（ケースワーク向上研修） 

    対象：精神保健福祉関係の知識を必要とする職場に勤務する職員 

実施日 内容 講師 受講者 

10 月 18 日(金） 

集合研修 

 

11 月 12 日(火) 

～１月 15 日(水) 

講義動画配信 

 

 

精神障がい者の支援におけるケースワーク

技術(問題や課題のアセスメント、支援方

法のプランニング、介入のあり方、関係部

署・機関との連携のあり方等)について講

義や事例検討等を通して具体的に学び、精

神保健福祉関係業務を行う上でのケースワ

ーク技術の向上を図るもの 

 

テーマ「地域における精神障害者支援の実

際と連携」 

相談支援事業所ノック 

所長 荒川 倫代氏 

 

医療法人五風会さっぽ

ろ香雪病院  

地域連携支援室室長 

尾形 多佳士氏 

 

14 名 

(集合) 

 

47 名 

(ｵﾝﾗｲﾝ) 

 

  ウ 精神保健福祉関係職員転入者研修（基礎研修） 

 対象:精神保健福祉関係の知識を必要とする職場に新規採用又は転入した職員 

実施日 内容 講師 受講者 

 ６月 25 日(火) 

～８月 30 日(金) 

講義動画配信 

精神疾患の理解と対応 所長(医師) 

68 名※

申込者 

精神保健福祉法について 
精神保健・ 

医療福祉係長 

精神科病院の入院形態等 精神保健・医療福祉係 

精神障害者保健福祉手帳・精神通院医療

制度 
精神保健・医療福祉係 

精神保健福祉相談員の業務 
区保健福祉課 

精神保健福祉相談員 

精神保健福祉センターの業務 相談支援係長 

札幌市精神科救急情報センターについて 保健推進担当係長 

 

⑵ 教職員向け研修 

対象：札幌市で学校教育に携わる教職員 

実施日 内容 講師 受講者 

 ７月中旬 

～12 月 25 日(水) 
子ども理解に関わる研修会(教育委員会と共催) 

札幌市教育委

員会等 

572 名 

 

 ７月 19 日(金)  

～３月 31 日(月) 

※ 資料提供 

教育センター研修(教養研修) 

「青年期のメンタルヘルスの理解と対応」 
相談支援係 114 名 
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４ 普及啓発 

⑴ 研修及び講演会等への講師派遣実績 

ア 派遣実績一覧 

実施日 テーマ・内容 講師 依頼元 

４月２日(火) 
令和６年度新任面接員研修 

「札幌市の自殺総合対策」 
相談支援係 保）保護自立支援課 

４月 22 日(月) 
令和６年度収納係新任職員研修 

「ゲートキーパーについて」 
相談支援係 保）保険企画課 

４月 25 日(木) 

令和６年度第１回納税系統新任職員研修 

「札幌市の自殺総合対策とゲートキーパーに

ついて」 

相談支援係 
財）税政部 

納税指導課 

５月 14 日(火) みんなで学ぶ「ゲートキーパー入門講座」 相談支援係 ライオンズクラブ 

６月 

※資料提供 

令和６年度保健福祉課新任職員基礎研修 

「札幌市における自殺総合対策とゲートキー

パーについて」 

相談支援係 保）総務課 

６月 21 日(金) 

北海道医師会産業保健研修会 

産業医活動の実際 

～メンタルヘルス不調をかかえた労働者に対

する治療と就労の両立支援について～ 

所長（医師） 北海道医師会 

６月 24 日(月) 
心の健康づくり電話相談員向け研修会 

（１回目） 
相談支援係 

特定非営利活動法人 

札幌市精神障害者 

家族連合会 

７月 19 日(金)  

～３月 31 日(月) 

※資料提供 

札幌市教育センター専門研修 

「青年期のメンタルヘルスの理解と対応」 
相談支援係 

教）教職員 

育成担当課 

10 月２日(水) 令和６年度グリーフケア研修会 相談支援係 
子）母子保健担当課 

※共催 

10 月３日(木) みんなで学ぶ「ゲートキーパー入門講座」 相談支援係 北海道森林管理局 

  10 月 27 日(日) 
こころのかよう対話のできるゲートキーパー

養成講習 
相談支援係 

自殺予防団体 

-SPbyMD- 

  11 月 26 日(火) 
心の健康づくり電話相談員向け研修会 

(２回目) 
相談支援係 

特定非営利活動法人 

札幌市精神障害者 

家族連合会 

  12 月 17 日(火) 令和６年度社会福祉主事実習 
相談支援係長 

（保健師） 
保）総務課 

 1 月 23 日(木) 精神障害の診断と職場での対応 所長（医師） 
札幌市職員組合  

労働安全衛生学習会 

 １月 27 日(月) みんなで学ぶ「ゲートキーパー入門講座」 相談支援係 
厚別区家庭生活カウ

ンセラークラブ 

 ２月６日(木) 

 ２月 13 日(木) 

令和６年度家庭生活カウンセリングセンター

1 級養成講座 
所長（医師） 

家庭生活カウンセ 

リングセンター 

 ３月４日(火) みんなで学ぶ「ゲートキーパー入門講座」 相談支援係 高等検察庁 
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⑵ 相談会等派遣 

開催日 行事名 派遣者 依頼者 

９月 10 日(火) 

３月 11 日(火) 
暮らしとこころの相談会 相談支援係 札幌弁護士会 

 

⑶ 行事の共催及び名義後援実績 

団体等が主催する精神保健福祉や自殺予防等に関する行事について、団体等から 

の申請に基づき、可否を判断したうえで後援等を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 開催日 行事名 主催団体 

後

援 
６月７日(金) 

「花と名曲」いのち奏でるコンサー

ト 2024 

社会福祉法人 

北海道いのちの電話 

後

援 
６月 22 日(土) 

 

第 120 回日本精神神経学会学術総会

市民公開講座 

 

 

第 120 回日本精神神経学会学術総

会 

運営事務局 

 

後

援 
９月 10 日(火) 

市民公開講座「対談・音楽ライ

ブ 」 

社会福祉法人 

北海道いのちの電話 

後

援 
９月 11 日(水) 健康づくり講演会 全国健康保険協会北海道支部 

後

援 

９月５日(木) 

～９月７日(土) 
ほっ！ と相談 

一般財団法人 

メンタルケア協会札幌事務所 

後

援 
９月 28 日(土) 

市民公開講座 北海道若者のこころ

の健康セミナー 
住友ファーマ株式会社 

後

援 
３月１日(土) 札幌市立大学 公開講座 公立大学法人 札幌市立大学 

後

援 

３月１日(土) 

～３月３日(月) 
ほっ！ と相談 

一般財団法人 

メンタルケア協会札幌事務所 
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５ 調査研究 

＜研究発表・寄稿等＞ 

実施月 テーマ・内容 学会名等 

10 月 
「札幌こころのセンターにおける依存症対策につ

いて」 

第 60 回全国精神保健福祉センター研究

協議会 

２月 「札幌こころのセンターの依存症支援について」 札幌市公衆衛生業績集 

 

 

６ 精神保健福祉相談 

センターでは、来所及び電話により、精神保健福祉に関する各種の相談に応じている。

相談業務では、必要に応じて各区の精神保健福祉相談員、相談機関、行政機関などと協

力し、複雑困難事例に対応している。なお、依存症特定相談事業については、「13 札

幌市依存症対策地域支援事業（P41）」にて述べる。 

⑴ 来所相談 

  ア 相談件数 

年度 
相談件数 

 新規件数 継続件数 

令和６年度 208 92 116 

 

イ 新規相談対象者の年齢 

 20 歳 

未満 

20～ 

29 歳 

30～ 

39 歳 

40～ 

49 歳 

50～ 

59 歳 

60～ 

69 歳 

70 歳 

以上 
不明 合計 

男性 2 6 13 15 7 4 5 2 54 

女性 1 6 8 8 10 4 1 0 38 

合計 3 12 21 23 17 8 6 2 92 

 

 

 

ウ 新規相談対象者の居住区 

居住区 
中

央 
北 東 

白

石 

厚

別 

豊

平 

清

田 
南 西 

手

稲 

市

外 

不

明 

合

計 

件数 13 11 8 17 4 10 4 2 3 2 10 8 92 
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エ 新規相談者の相談内容（重複あり） 

相談内容 件数 割合（％） 

精神科医療の問題 26 

20.3 
 

診断治療に関すること 6 

セカンドオピニオン 2 

診療機関・相談機関に関すること 18 

てんかん 0 

その他 0 

行動上の問題 7 

5.5 
 

ひきこもり 5 

不登校 0 

家庭内暴力・ＤＶ 1 

虐待 0 

その他(不当要求、非行行為など) 1 

習慣的行動の問題 52 

40.6 
 

ギャンブル 32 

アルコール 13 

薬物 0 

ゲーム 1 

買い物 3 

摂食障害 0 

インターネット 0 

その他 3 

福祉的制度 6 

4.7 
 

社会資源 5 

年金 0 

その他 1 

対人関係 9 

7.0 
 

家庭 7 

職場 1 

学校 0 

その他 1 

その他 28 

21.9  話を聞いてほしい 13 

 その他 15 

合計 128 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 
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オ 新規相談の結果 

結
果 

助
言
指
導 

来
所
指
導 

他機関情報提供 

傾
聴 

他
機
関
紹
介 

そ
の
他 

合
計 

医
療
機
関 

関
係
機
関 

他
の
相
談
機
関 

保
健
所 

そ
の
他 

件数 32 36 11 3 5 1 2 3 4 1 98 

 

⑵ 心の健康づくり電話相談 

平日日中（９～17 時）及び平日夜間（17～21 時）、土・日・祝日（10～16 時。年

末年始を除く）において、専用回線で電話相談を受けている。 

ア 相談件数の推移 

平成 30 年 11 月より２名体制で相談を受けており、相談件数は年々増加傾向にあ

る。 

年 度 
令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

総相談件数 件数 11,353 11,758 12,134 11,865 11,165 

 

平日日中受付分 件数 7,471 7,512 8,097 7,911 7,170 

平日日中受付分月平均 件数 622.6 626.0 674.8 659.3 597.5 

平日夜間、土・日・祝日受付分 件数 3,882 4,246 4,037 3,954 3,995 

平日夜間、土・日・祝日受付分

月平均 
件数 323.5 353.8 336.4 329.5 332.9 

新規相談 
件数 4,991 5,224 4,758  4,264 3,941 

％ 44.0 43.1 39.2 35.9 35.3 

 

平日日中受付分 
件数 3,355 3,685 3,206 2,992 2,844 

％ 44.9 49.1 39.6 37.8 39.7 

平日夜間、 

土・日・祝日受付分 

件数 1,636 1,539 1,552 1,272 1,097 

％ 42.1 36.2 38.4 32.2 27.5 

継続相談 
件数 6,362 6,893 7,376 7,601 7,224 

％ 56.0 56.9 60.8 64.1 64.7 

 

平日日中受付分 
件数 4,116 3,827 4,891 4,919 4,326 

％ 55.1 50.9 60.4 62.2 60.3 

平日夜間、 

土・日・祝日受付分 

件数 2,246 2,707 2,485 2,682 2,898 

％ 57.9 63.8 61.6 67.8 72.5 

※ センター受付分の件数は依存症相談専用電話の相談件数を除く 
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イ 令和６年度のセンター受付分（平日日中）の相談状況 

(ｱ) 相談者と対象者との関係 

  

本人 

家族 
関係 

機関 
その他 合計 

配偶者 親 子 
兄弟 

姉妹 
その他 

男性 

令和６年度 1,611 44 74 29 17 6 5 31 1,817 

令和５年度 1,793 49 85 26 20 10 7 46 2,036 

前年度差 ▲182 ▲5 ▲11 ＋3 ▲3 ▲4 ▲2 ▲15 ▲219 

％ 88.7 2.4 4.1 1.6 0.9 0.3 0.3 1.7 100 

女性 

令和６年度 4,703 71 382 43 60 28 11 55 5,353 

令和５年度 5,109 84 424 86 58 44 14 56 5,875 

前年度差 ▲406 ▲13 ▲42 ▲43 ＋2 ▲16 ▲3 ▲1 ▲522 

％ 87.9 1.3 7.1 0.8 1.1 0.5 0.2 1.0 100 

合計 

令和６年度 6,314 115 456 72 77 34 16 86 7,170 

令和５年度 6,902 133 509 112 78 54 21 102 7,911 

前年度差 ▲588 ▲18 ▲53 ▲40 ▲1 ▲20 ▲5 ▲16 ▲741 

％ 88.1 1.6 6.4 1.0 1.1 0.5 0.2 1.2 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

(ｲ) 相談者の年齢別状況 

 10 代以下 20～30 代 40～50 代 60 代以上 不明 合計 

男性 
件数 20 441 927 376 53 1,817 

％ 1.1 24.3 51.0 20.7 2.9 100 

女性 
件数 28 498 2,608 2,100 119 5,353 

％ 0.5 9.3 48.7 39.2 2.2 100 

合計 
件数 48 939 3,535 2,476 172 7,170 

％ 0.7 13.1 49.3 34.5 2.4 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

(ｳ) 相談者の居住地別状況 

 

札幌市内 

中央 北 東 白石 厚別 豊平 清田 南 西 手稲 
区 不

明 

市内

合計 

件数 198 1,342 149 307 67 124 26 88 243 49 4,061 6,654 

％ 2.8 18.7 2.1 4.3 0.9 1.7 0.4 1.2 3.4 0.7 56.6 92.8 

 市外 不明 合計 

件数 315 201 7,170 

％ 4.4 2.8 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 
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(ｴ) 相談経路 

相
談
経
路 

市
役
所
等
関
係
機
関 

相
談
機
関 

医
療
機
関 

保
健
所
・
保
健
セ
ン
タ
ー 

教
育
機
関 

他
の
電
話
相
談 

報
道
機
関
・
新
聞
広
告 

ポ
ス
タ
ー
・
ス
テ
ッ
カ
ー 

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト 

そ
の
他
の
広
報 

知
人 

既
知 

そ
の
他
・
不
明 

合
計 

件数 39 53 168 6 3 14 8 4 341 15 14 4,659 1,846 7,170 

％ 0.5 0.7 2.3 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 4.8 0.2 0.2 65.0 25.7 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

(ｵ) 通話時間別状況 

 
15 分未満 

15～30 分 

未満 

30 分～ 

1 時間未満 
1 時間以上 合計 

男性 
件数 1,157 430 195 35 1,817 

％ 63.7 23.7 10.7 1.9 100 

女性 
件数 2,802 1,469 916 166 5,353 

％ 52.3 27.4 17.1 3.1 100 

合計 
件数 3,959 1,899 1,111 201 7,170 

％ 55.2 26.5 15.5 2.8 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

(ｶ) 相談対象者の状況 

 a 年齢別状況 

 20 歳未満 20～30 代 40～50 代 60 代以上 不明 合計 

男性 
件数 99 536 906 372 58 1,971 

％ 5.0 27.2 46.0 18.9 2.9 100 

女性 
件数 126 576 2,341 2,020 104 5,167 

％ 2.4 11.1 45.3 39.1 2.0 100 

不明 
件数 8 4 2 2 16 32 

％ 25.0 12.5 6.3 6.3 50.0 100 

合計 
件数 233 1,116 3,249 2,394 178 7,170 

％ 3.2 15.6 45.3 33.4 2.5 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 
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b 職業別状況 

 学生 有職 無職 不明 合計 

男性 

件数 129 433 1,186 223 1,971 

％ 6.5 22.0 60.2 11.3 100 

女性 

件数 126 696 3,916 429 5,167 

％ 2.4 13.5 75.8 8.3 100 

不明 

件数 6 4 13 9 32 

％ 18.8 12.5 40.6 28.1 100 

合計 

件数 261 1,133 5,115 661 7,170 

％ 3.6 15.8 71.3 9.2 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

c 受診歴別状況 

 有り 無し 不明 合計 

件数 5,419 712 1,039 7,170 

％ 75.6 9.9 14.5 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

d 相談の結果 

結
果 

助
言
指
導 

来
所
指
導 

他機関情報提供 

傾
聴 

そ
の
他 

他
機
関
紹
介 

合
計 

医
療
機
関 

関
係
機
関 

他
の
相
談
機
関 

保
健
所
・ 

保
健
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

件数 432 17 655 168 219 0 14 5,583 81 1 7,170 
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e 相談内容別状況（重複あり） 

相談内容 件数 割合（％） 

精神科医療の問題 921 

9.7 
 

診断治療に関すること 44 

セカンドオピニオン 5 

診療機関・相談機関に関すること 820 

てんかん 6 

その他 46 

行動上の問題 307 

3.2 
 

ひきこもり 23 

不登校 21 

家庭内暴力・ＤＶ 31 

虐待 30 

その他 202 

習慣的行動の問題 104 

1.1 
 

ギャンブル 20 

アルコール 26 

薬物 17 

（再掲）危険ドラッグ (1) 

ゲーム 3 

買い物 10 

摂食障害 8 

インターネット 0 

その他 20 

福祉的制度 73 

0.8 
 

社会資源 44 

年金 1 

その他 28 

対人関係 1,692 

17.7 
 

家庭 1,018 

職場 275 

学校 40 

その他 359 

その他 6,437 

67.5 
 

話を聞いて欲しい 6,191 

その他 246 

合計 9,534 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 
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ウ 令和６年度の公益社団法人北海道家庭生活総合カウンセリングセンター（夜間・

休日）の相談状況 

   (ｱ) 相談者と対象者との関係 

 本人 家族・親類のこと その他 合計 

令和６年度 3,886 92 17 3,995 

令和５年度 3,839 96 19 3,954 

前年度差 47 ▲4 ▲2 41 

％ 97.3 2.3 0.4 100 

 

 

   (ｲ) 相談者の年齢別状況    

 20 歳未満 20～30 代 40～50 代 60 代以上 不明 合計 

男性 
件数 9 204 467 317 9 1,006 

％ 0.9 20.3 46.4 31.5 0.9 100 

女性 
件数 63 309 1,825 786 6 2,989 

％ 2.1 10.3 61.1 26.3 0.2 100 

不明 
件数 72 513 2,292 1,103 15 3,995 

％ 1.8 12.8 57.4 27.6 0.4 100 

 

    

   (ｳ) 相談者の居住地別状況 

 札幌市内 札幌市以外の道内 道外・不明 合計 

件数 3,794 195 6 3,995 

％ 95 4.9 0.2 100 

※割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、必ずしも 100 とはなりません。 

 

(ｴ) 通話時間別状況 

 15 分未満 15～30 分未満 30～１時間未満 １時間以上 合計 

件数 2,508 1,057 410 20 3,995 

％ 62.8 26.5 10.3 0.5 100 

割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、必ずしも 100 とはなりません。 
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 (ｵ) 相談対象者の状況 

    ａ 職業別状況 

 学生 有職 無職 不明 合計 

件数 70 1,005 2,747 173 3,995 

％ 1.8 25.2 68.8 4.3 100 

※割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、必ずしも 100 とはなりません。 

 

    ｂ 受診歴別状況 

 有り 無し 不明 合計 

件数 3,280 169 546 3,995 

％ 82.1 4.2 13.7 100 

 

    ｃ 相談の結果 

 助言 医療の推奨 来所相談の推奨 他機関紹介 その他 合計 

件数 18 1 111 3,816 49 3,995 

％ 0.5 0.0 2.8 95.5 1.2 100 
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   ｄ 相談内容別状況 

相談内容 件数 割合（％） 

精神科医療の問題 88 

2.2 
 

診断治療に関すること 14 

セカンドオピニオン 0 

診療機関・相談機関に関すること 73 

その他 1 

行動上の問題 13 

0.3 
 

ひきこもり 2 

不登校 2 

家庭内暴力・ＤＶ 3 

虐待 2 

その他 4 

習慣的行動の問題 9 

0.2 
 

ギャンブル 3 

アルコール 3 

薬物 1 

ゲーム依存 0 

買い物・他 0 

摂食障害 1 

インターネット依存   0 

その他 1 

福祉的制度 3 

0.1 
 

社会資源 3 

年金 0 

その他 0 

対人関係 37 

0.9 
 

家庭内 24 

職場 6 

学校 2 

その他 5 

その他 3,845 

96.2 
 

話を聞いて欲しい 3,810 

復職判定 1 

その他 34 

合計 3,995 100 

割合は小数点以下第２位を四捨五入しているため、必ずしも 100 とはなりません。 
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⑶ 手紙による相談 

センターでは、手紙による相談は原則として行っていないが、刑務所に収監中の方

等、電話を使えない事情がある方からの相談が手紙によって寄せられた場合には、一

般の市民対応の一環として対応している。 

 

ア 手紙による相談の件数（令和６年度） 

  ４件 

 

イ 相談の内容・対応 

主に薬物（覚醒剤）依存についての相談であった（相談時留置場内、刑務所内に

いる方等）。必要に応じて、出所後の相談先等を案内した。 

 

 

７ 心の健康相談事業 

⑴ 事業の概要 

各区役所保健福祉課において、精神科医師が精神障がい者やその家族からの精神保

健福祉に関する相談及び区保健福祉部に対する技術指導を行っている。相談は毎月１

～２回、各区が予め設定する曜日、時間において予約制で実施している。なお、本事

業にかかる相談業務は、精神科の臨床経験を要するほか、精神保健福祉に関する学識

を有していることなど高い専門性が求められるため、センターにおいて特別職非常勤

職員として精神科医師を任用（令和６年３月 31 日現在 11 名）し、各区役所で「巡回

相談」を行う形をとっている（※本事業は、平成 18 年度の機構改革により各区保健

福祉部からセンターへ事業移管された）。 

 

⑵ 区別の相談件数の年度別推移 

年度 中央 北 東 白石 厚別 豊平 清田 南 西 手稲 合計 

令和２年度 3 5 1 1 26 4 5 8 42 4 99 

令和３年度 1 2 1 0 20 1 3 1 14 0 43 

令和４年度 1 2 0 4 20 4 2 2 8 1 44 

令和５年度 3 3 2 0 20 5 3 3 4 0 43 

令和６年度 3 2 1 6 17 7 2 3 6 4 51 
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⑶ 相談内容の内訳 

ア 相談者と対象者との関係 

相談者 本人 
同居 

親族 

非同居 

親族 

区役所 

職員 

関係 

機関 
その他 合計 

件数 9 14 5 12 10 1 51 

％ 17.6 27.5 9.8 23.5 19.6 2.0 100 

 

イ 対象者の年齢別状況 

 20 歳未満 20～39 歳 40～64 歳 65 歳以上 不明 合計 

男性 2 0 8 2 0 12 

女性 1 9 14 15 0 39 

合計 3 9 22 17 0 51 

 

ウ 受診歴の有無 

 有り 無し 不明 合計 

件数 18 28 5 51 

％ 35.3 54.9 9.8 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

エ 相談内容 

 
精神科受診の 

必要性について 

ケース処遇等に関する 

精神保健の観点から 

精神疾患を疑う 

問題行動等 
その他 合計 

件数 29 11 9 2 51 

％ 56.9 21.6 17.6 3.9 100 

（再掲）上記のうち、特定相談の項目に該当するもの 

 
社会 

復帰 

アルコ

ール 
薬物 思春期 

心 の 健 康 

づくり相談 

老人 

精神 

ひきこ

もり 

自殺 

関連 

犯罪 

被害 

件数 7 0 0 1 16 16 3 0 1 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

オ 処遇 

 
助言指導 

医療機関の 

受診指導 
その他 合計 

件数 43 7 1 51 

％ 84.3 13.7 2.0 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 
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８ 組織育成 

地域精神保健福祉の向上には、精神に障がいを持つ当事者、家族、地域住民などによ

る組織的な育成が不可欠であるとの観点から、市内で活動する家族会や患者会、社会復

帰施設団体などの育成・支援に努めている。 

分類 団体名 支援等の内容 

当事者関連 ＮＰＯ法人札幌連合断酒会 
家族セミナーにおける活動紹介・酒害体験発表等

の機会提供、機関紙「もいわ」の配布協力 

家族会 札幌市精神障害者家族連合会 研修会への協力 

 

 

９ 精神医療審査会 

精神医療審査会は、精神障がい者の人権に配慮しつつ、適正な医療及び保護を確保す

るために、精神科病院に入院中の方の書類審査や、退院・処遇改善請求審査を目的とし

て、精神保健法（当時）の規定により、昭和 62 年に創設された。札幌市では、大都市

特例の施行により平成８年度に設置され、平成 14 年度から事務がセンターへ移管され

た。 

⑴ 根拠法令 

・ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（第 12 条～15 条） 

・ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（第２条） 

⑵ 業務概要 

ア 審査会委員 

21 名、３合議体（１合議体５名＋予備委員６名） 

イ 開催回数 

定例の審査会 年 34 回 

（１か月に３回開催、祝日により２回休会） 

全体会    年２回 

⑶ 定期の報告等の審査件数及び審査結果の内訳 

ア 審査実績 

 
医療保護入院

者入院届 

医療保護入院者 

入院期間更新届 

（定期病状報告書

を含む） 

措置入院者 

定期病状報

告書 

措置入院者の

決定報告書 

 

合計 

審査件数 4,066 2,580 8 51 6,705 

審

査

結

果 

入院継続 4,066 2,580 8 51 6,705 

入院形態変更 0 0 0 0 0 

退院が適当 0 0 0 0 0 
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イ 年度別審査件数の推移 

 
医療保護入院者 

入院届 

医療保護入院者 

入院期間更新届 

（R6 年度は定期

病状報告書を含

む） 

措置入院者 

定期病状報告書 

措置入院者の

決定報告書 

 

合計 

令和２年度 4,311 2,390 6 ― 6,707 

令和３年度 4,352 2,366 12 ― 6,730 

令和４年度 4,029 2,326 8 ― 6,363 

令和５年度 4,055 2,235 9 ― 6,299 

令和６年度 4,066 2,580 8 51 6,705 

 

⑷ 退院等の請求の審査件数及び審査結果の内訳 

 受付件数 

 
審
査
前
に
退
院 

審
査
前
に
取
下 

審査件数 
審
査
未
了
（
次
年
度
へ
） 

 
入
院
継
続 

処
遇
は
適
当 

入
院
継
続
・
処
遇
は
適
当 

他
の
入
院
形
態
が
適
当 

退
院
が
適
当 

他
の
入
院
形
態
が
適
当
・
処
遇
は
不
適
当 

入
院
継
続
・
処
遇
は
不
適
当 

件数 54 4 8 37 26 2 5 2 0 1 1 5 

※ うち１件は前年度受理し、審査継続していたもの。 

※ 電話相談件数は年間 695 件(月平均 約 57.9 件)。 

※ 受付から結果通知までの所要日数平均 36.2 日 

（参考：令和３年度 34.2 日、令和４年度 45.1 日、令和５年度 42.5） 
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10 自立支援医療（精神通院医療）の支給認定及び精神障害者保健福祉手帳の判定に関

する事務 

法第６条第２項第４号の規定に基づき、札幌市自立支援医療（精神通院医療）支給認

定等審査判定会を開催し、自立支援医療（精神通院医療）の支給認定及び精神障害者保

健福祉手帳の審査判定事務を行っている。 

⑴ 沿革 

本業務は従来、精神保健福祉審議会審査判定部会にて実施されていたものである

が、平成 11 年の法改正により、平成 14 年度からセンターへ移管されることとなっ

た。そのため、平成 14 年度以降は、新たに本市の内部機関としてセンターが設置した

「札幌市精神障害者通院医療費公費負担等審査判定会」にて本業務を実施していた。

更に、平成 18 年には、通院医療費公費負担制度が障害者自立支援法第 52 条の規定に

よる自立支援医療（精神通院医療）支給認定へと制度変更されたことから、名称を

「自立支援医療（精神通院医療）支給認定等審査判定会」に変更した。 

⑵ 判定会の概要 

ア 審査判定会委員 

６名（合議制) 

イ 開催回数 

年間 24 回（１回につき約２時間） 

⑶ 自立支援医療（精神通院医療）支給認定の審査判定結果の内訳 

年度 総件数 認定 非該当 

一部認定 保留 

高額継続 

非該当 
その他  

令和２年度 15,536 14,832 17 106 4 577 

令和３年度 25,185 23,891 22 263 12 997 

令和４年度 35,252 33,595 33 279 27 1,318 

令和５年度 29,313 28,061 16 248 18 970 

令和６年度 37,543 35,858 29 303 17 1,336 

※ 令和２年度は、新型コロナウィルス感染症の流行により、令和２年３月１日～

令和３年２月 28 日までの間に有効期間が満了する全ての受給者に対し、有効期

間の１年間延長を行ったため、判定件数が少なくなった。 

※ 更新申請の診断書の提出が２年に１度省略可能であるため、偶数年度について

は判定件数が減少する傾向にあったが、上記有効期間の延長の影響により、近

年は偶数年度に判定件数が増加する傾向にある。 
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⑷ 精神障害者保健福祉手帳交付認定の審査判定結果の内訳 

年度 総件数 １級 ２級 ３級 非該当 保留 

令和２年度 9,786 474 2,359 6,019 79 855 

令和３年度 11,147 459 2,586 7,376 38 688 

令和４年度 10,992 487 2,513 7,173 73 746 

令和５年度 12,187 498 2,750 8,199 37 703 

令和６年度 12,924 540 2,816 8,684 68 816 

※ 令和２年度の総件数が少ないのは、新型コロナウィルス感染症の流行に伴い、

令和２年３月１日～令和３年２月 28 日までの間に有効期間が満了する全ての受

給者に対し、１年間の診断書提出猶予があり、一時的に判定件数が減少したた

めだと思われる。
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11 精神科救急情報センターの運営 

平成 16 年６月から北海道精神科救急医療体制整備事業の道央ブロックの位置づけ

で、札幌市が精神科救急情報センターを設置している。精神保健福祉士等の精神保健

福祉に精通した者が電話にて精神科救急医療に関する相談を受け、必要に応じ当番病

院や関係機関との調整を行っている。 

各区の対応時間外である平日夜間、土曜、日曜及び祝日の対応を担うことで、365

日、24 時間体制を確保している。 

⑴ 精神科救急情報センターの相談対応件数 

ア 年度別相談件数と病院受診件数の推移 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

相談件数 4,424 4,690 4,569 3,886 4,004 

病院受診件数 679 660 597 615 607 

受診率(％)  15.3  14.1 13.1 15.8 15.2 

イ 月別相談件数と病院受診件数 

月平均 相談件数：333.7 件 病院受診：50.6 件 

 
４ 

月 

５ 

月 

６ 

月 

７ 

月 

８ 

月 

９ 

月 

10 

月 
11 

月 

12 

月 

１ 

月 

２ 

月 

３ 

月 
合計 

相談件数 309 421 304 302 363 382 364 301 328 345 270 315 4,004 

受診件数 39 62 50 60 56 52 46 43 59 59 33 48 607 

ウ トリアージ結果 

 
救急 

対象外 
助言指導 

 病院受診 合計 

 
当番病院 

かかりつけ 

病院 

その他の 

病院 
 

件数 2,305 1,092 607 569 29 9 4,004 

％ 57.6 27.3 15.2 （93.7） （4.8） （1.5） 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

※ 括弧内は病院受診 607 件中の割合を示す。 
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エ 病院受診結果（内訳） 

入院の総件数は 292 件。また、「その他・不明」は主にかかりつけ病院を受診

したのちの結果が不明である件数。 

 

外
来
の
み 

任
意
入
院 

医
療
保
護
入
院 

（
緊
急
） 

措
置
入
院 

応
急
入
院 

受
診
せ
ず 

そ
の
他
・
不
明 

合
計 

件数 246 67 177 20 28 51 18 607 

％ 40.5 11.0 29.2 3.3 4.6 8.4 3.0 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

オ 相談者別相談件数 

 本
人 

同
居
親
族 

非
同
居
親

族 

救
急
隊 

警
察 

精
神
科 

医
療
機
関 

そ
の
他
の 

医
療
機
関 

保
健
所
等 

行
政
機
関 

そ
の
他 

不
明 

合
計 

件数 1,953 650 263 415 250 43 139 49 232 10 4,004 

％ 48.8 16.2 6.6 10.4 6.2 1.1 3.5 1.2 5.8 0.2 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

 

カ 相談内容別 
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12 自殺総合対策推進事業 

札幌市では、平成 20 年８月に関係各局の部長職で構成する「札幌市自殺予防対策

庁内連絡会議」、翌平成 21 年７月には副市長を委員長とした関係局長で構成する

「札幌市自殺総合対策推進会議」を設置して、全庁を挙げて自殺対策を進めている。 

また、平成 22 年３月に「札幌市自殺総合対策行動計画」、平成 26 年３月に「第２

次札幌市自殺総合対策行動計画（札幌ほっとけない・こころのプラン）」、平成 31

年３月に「札幌市自殺総合対策行動計画 2019」、令和６年３月に「札幌市自殺総合

対策行動計画 2024」を策定した。 

本計画に基づき、札幌市では「ひとりでも多くのいのちを救う」ことを目標とし、

自殺を考えている人を地域全体で救うことで、誰も自殺に追い込まれることのない社

会の実現を目指している。 

⑴ 札幌市における自殺の現状 

年代別の自殺者数では、依然として 40～59 歳が最も多い。全体の自殺者数は減

少しているものの、20 代が微増、30 代が増加している。いずれの年代でも、増減

を繰り返しながらほぼ横ばいで推移している。 

     ア 札幌市の自殺者数の推移 

 

自殺者数（人） 

 
～19 歳 

20～

29 歳 

30～

39 歳 

40～

49 歳 

50～

59 歳 

60～

69 歳 

70～

79 歳 
80 歳～ 

令和２年 323 13 41 46 52 60 38 42 31 

令和３年 341 13 53 51 62 54 39 41 28 

令和４年 359 15 62 46 75 76 28 32 25 

令和５年 370 13 51 39 74 69 44 50 30 

令和６年 356 6 57 50 62 69 44 43 25 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」を基に作成 

イ 札幌市の自殺死亡率の推移 

 

自殺死亡率（人口 10 万人あたり） 

 
～19 歳 

20～

29 歳 

30～

39 歳 

40～

49 歳 

50～

59 歳 

60～

69 歳 

70～

79 歳 
80 歳～ 

令和２年 16.5 4.3 20.6 19.4 17.3 22.6 14.4 17.9 19.7 

令和３年 17.4 4.4 26.7 21.9 20.9 19.9 15.2 16.8 17.1 

令和４年 18.3 5.1 31.4 20.1 25.7 27.4 11.1 14.7 18.3 

令和５年 18.9 4.5 25.7 17.3 26.0 24.3 17.7 19.7 17.1 

令和６年 18.2 2.1 28.7 22.7 22.3 23.8 17.8 16.9 13.8 

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」及び総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」を基に作成 

 

⑵ 自殺対策関係会議の開催（再掲） 

ア 札幌市自殺総合対策推進会議 

札幌市の自殺対策を総合的に推進するため、庁内の関係部局との連携体制とし
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て、副市長を委員長とした関係局長で構成する会議を設置している。 

イ 札幌市自殺総合対策推進会議幹事会 

局長級の推進会議に付議する事項を審議するため、推進会議に先立ち開催する

部長級の会議。 

ウ 札幌市自殺総合対策連絡会議 

自殺対策に取り組む関係機関及び関係団体等が相互に連携・協力し、本市にお

ける自殺対策を総合的かつ効果的に推進することを目的として設置している。設

置要綱に基づき、「より専門的な見地で集中的な検討を要するものについて、必

要に応じて部会を設置することができる」ことから、「学生メンタルヘルス支援

部会」及び「自殺未遂者支援部会」を設置している。 

(ｱ) 参画機関 

構成機関区分 機関名 

保健・医療・福祉関係機関 

・一般社団法人 札幌市医師会 

・札幌市精神科医会 

・一般社団 法人北海道精神神経科診療所協会 

・市立札幌病院 

・公益社団法人 北海道看護協会 

・一般社団法人 北海道臨床心理士会 

・一般社団法人 北海道精神保健福祉士協会 

・一般社団法人 札幌薬剤師会 

・社会福祉法人 札幌市社会福祉協議会 

・公益財団法人 北海道精神保健推進協会 

・特定非営利活動法人 さっされん 

大学・研究機関 
・国立大学法人 北海道大学病院 

・公立大学法人 札幌市立大学 

教育関係機関 
・公益社団法人 全国大学保健管理協会北海道地方部会 

・札幌市教育委員会 

警察・消防機関 
・北海道警察本部 

・札幌市消防局 

経営・労働関係機関 
・一般社団法人 日本産業カウンセラー協会北海道支部 

・厚生労働省北海道労働局 

法律関係機関 

・札幌弁護士会 

・札幌司法書士会 

・日本司法支援センター札幌地方事務所 

活動団体 

・社会福祉法人 北海道いのちの電話 

・公益社団法人 北海道家庭生活総合カウンセリングセンター 

・自死遺族の思いを語る集い「癒しの会」 

・分かちあいの会・ネモフィラ 

・社会福祉法人青十字サマリヤ会 

・特定非営利活動法人 札幌連合断酒会 

・特定非営利活動法人 札幌市精神障害者家族連合会 
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(ｲ) 内容等 

         ａ 連絡会議 

日時：２月３日(月)18 時 30 分～ 

場所：ＷＥＳＴ19 ４階 デイルーム（対面及びオンラインによるハイブリット開催） 

報告：１ 札幌市の自殺の状況について 

２ 第３次計画（2019 年度～2023 年度）における<主な重点的取組>の実施状況につい 

て（抜粋） 

   ３ 令和６年度 札幌市精神保健福祉センターにおける自殺総合対策事業について 

   ４ 各部会の活動について 

   ５ 令和６年度の新規事業について 

   ６ メーリングリストについて 

議題：妊産婦（周産期）へのメンタルヘルス支援部会の設置について 

  ｂ 自殺未遂者支援部会 

  (a) 第１回 

日時：８月 20 日(火)17 時 00 分～ 

場所：ＷＥＳＴ19 ２階 小会議室 

自殺未遂者支援部会の活動の説明 

議題：１ 札幌市内３病院における救急患者精神科継続支援の実施状況の報告 

２ 救急患者精神科継続支援料の算定に係る課題 

３ 今後の調査の方向性 

第 120 回日本精神神経学会学術総会における本部会活動の発表（ACTION-J 研究の地域展開）

に関する報告 

     (b) 第２回 

日時：３月３日(月)14 時 00 分～ 

場所：ＷＥＳＴ19 ４階 デイルーム・オンライン 

議題：１ 札幌市内３病院における救急患者精神科継続支援の実施状況（継続期間や中断の 

理由などの状況）について 

２ 来年度の部会活動について 

ｃ 学生メンタルヘルス支援部会 

 (a) 第１回 

日時：７月 22 日(月)14 時 00 分～ 

場所：ＷＥＳＴ19 ４階 デイルーム 

議題：研修会の企画検討について 

 (b) 研修会 

日時：８月 19 日(月)14 時 00 分～ 

場所：ＷＥＳＴ19 ２階 大会議室 

テーマ：大学キャンパス内における複雑事例に対する問題解決アプローチ 

（レクチャーと事例検討の２部構成） 

参加者：９大学 18 名 

 (c) 第２回 

日時：３月 11 日(火)14 時 00 分～ 

場所：ＷＥＳＴ19 ２階 大会議室 

議題：１ 研修会の振り返りについて 

２ 来年度の部会活動について 

事例検討：札幌市立大学事例提供 
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       d 妊産婦（周産期）へのメンタルヘルス支援部会に関する打合せ 

日時：３月 10 日(月)14 時 00 分～ 

場所：ＷＥＳＴ19 ４階 デイルーム 

議題：１ 札幌市の母子保健について 

２ 部会の目的・内容・進め方等について 

 

⑶ 令和６年度自殺総合対策事業一覧 

ア 相談事業：心の健康づくり電話相談（再掲） 

本年度の相談総件数は 11,165 件であった(内訳：平日日中 7,170 件、平日 

夜間・土・日・祝日 3,995 件)。 

イ 相談業務担当者及び専門職等に対する人材養成 

(ｱ) 市職員向け研修（ゲートキーパーに関する研修への講師派遣）（再掲） 

ａ ゲートキーパーに関する研修への講師派遣 

対象 開催日 参加者数 

生活保護新任面接員研修 ４月２日(火) 13 名 

収納係新任職員研修 ４月 22 日(月) 27 名 

納税系統新任職員研修 ４月 25 日(木) 24 名 

区保健福祉課新任職員基礎研修 ６月 ※資料提供 150 名 

ｂ ゲートキーパーに関する研修（主催） 

対象 開催日 参加者数 

精神保健福祉相談員研修(基礎研修） ４月 23 日(火）、24 日(水) ５名 

精神保健福祉関係職員転入者研修 
６月 25 日(火)～８月 30 日(金) 

※動画配信 
68 名 

(ｲ) 教職員向け研修（再掲） 

a 子ども理解に関わる研修会 

名称 開催日 参加者数 

子ども理解に関わる研修会(教育委員会主催) 
７月下旬～12/25（水） 

※動画配信 
572 名 

ｂ 未成年者のメンタルヘルス等に関する研修への講師派遣 

名称 開催日 参加者数 

教育センター専門研修(教養研修) 

「青年期のメンタルヘルスの理解と対応」 

7/19（金）～3/31（月）

※資料提供 
114 名 

(ｳ) 専門職向け研修 

名称 開催日 参加者数 

自殺対策に係る民間団体の相談員に対する研修 
６月 24 日(月) 

11 月 26 日(火) 
12 名 

グリーフケア研修会 

（子ども未来局母子保健担当課と共催） 
10 月２日(水) 82 名 

がん患者支援医療従事者等向け研修会 １月 23 日(木) 198 名 

自死遺族支援研修会 
３月７日(金) 

※WEB 配信と対面 
52 名 
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 (ｴ）その他研修（関係機関） 

名称 開催日 参加者数 

社会福祉主事実習生講義 12 月 17 日(火) 27 名 

ウ 市民向け研修及び地域の団体等の連携 

(ｱ) ゲートキーパー研修 

対象 開催日 参加者数 

札幌市ゲートキーパー研修会(基礎研修) 

11 月 19 日(火) 

11 月 25 日(月) 

※WEB 配信 

186 名 

札幌市ゲートキーパー研修会(スキルアップ研修) 
1 月 31 日(金) 

２月３日(月) 
43 名 

(ｲ) 講師派遣 

名称 開催日 参加者数 

ライオンズクラブ国際協会 331-A 地区 ５月 14日(火) 22 名 

北海道森林管理局 10 月３日(木) 45 名 

自殺予防団体 -SPbyMD- 10 月 27 日(日) 17 名 

厚別区家庭生活カウンセラークラブ １月 27日(月) 16 名 

札幌高等検察庁 
３月４日(火) 

※WEB 配信と対面 
301 名 

(ｳ) その他 

対象 開催日 参加者数 

お酒と健康を考える家族セミナー 
８月 20 日(火) 

※WEB 配信と対面 
32 名 

アルコール等依存症対策普及啓発イベント 

（北海道と共催） 
12 月７日(土) 150 名 

ギャンブル等でお困りの家族セミナー 
２月 12 日(水) 

※WEB 配信と対面 
67 名 

暮らしとこころの相談会(再掲) 

(札幌弁護士会と共催) 

９月 10 日(火) 

３月 11 日(火) 
相談７件 
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エ 普及啓発事業 

名称 開催日 備考 

自殺予防週間の啓発ポスター掲出 
 ９月 17 日(火)  

～９月 25 日(水) 
市内 24 駅 

自殺対策強化月間の啓発ポスター掲出 
 ３月 13 日(木)  

～３月 20 日(木) 
市内 24 駅 

Yahoo!・Google リスティング広告掲出 

 ９月 10 日(火)  

～９月 16 日(月) 
‐ 

 ３月１日(土)  

～３月 31 日(月) 

あなたと大切な人を守るために 

（札幌市元町図書館と連携） 

９月 10 日（火） 

～９月 16 日（月） 

来館者 

2,455 名 

いのちの輪を広げるパネル展 

（札幌市中央図書館と共催） 

 ３月１日(土)  

～３月 16 日(日) 

来場者 

510 名 

自殺対策及び精神保健福祉に関する普及啓発パネル 

貸出事業 
‐ 

区のイベント時

等随時 

オ 若者向け自殺対策 

(ｱ) 公式ホームページ「札幌こころのナビ」 

若年層のメンタルヘルス向上と自殺予防を目的として、平成29年４月25日

より、スマートフォン対応の公式ホームページ、「札幌こころのナビ」を公

開している。 

(ｲ) 自殺予防対策マンガ冊子の配布 

『子どもたちが普段の生活の中で、友人の様子を気にかけ、危機を示すサ

インに気づき、適切な対処ができる』環境づくりの一助となることを狙いと

した啓発マンガ冊子を平成 29 年度に作成した。 

平成29年度に市内の全中学生、高校生に配布して以来、例年全中学一年生

に配布を続けていたが、令和４年度からは、学校現場におけるタブレット端

末の導入等、ＩＣＴ教育促進等の社会的背景を鑑み、新中学１年生を対象に

電子媒体にてマンガを閲覧してもらうため、マンガのリンクが掲載されたチ

ラシを配布することで、事業を継続して実施している。 

 

               

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www4.city.sapporo.jp/hottokenai-

kokoro/contents.html 
（札幌こころのナビより） 
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(ｳ) 公式Ｘ（旧：Twitter） 

精神保健福祉関係の情報や、当センターが行うイベント等について不定期

に発信する目的で、平成 31 年２月 28 日より公式 Twitter を開設した。令和

６年度は 103 件のツイートを行い、３月末時点のフォロワー数は 865 人（前

年比 37 人増）。投稿内容の詳細は次の表のとおり。 

イベント周知 精神保健福祉  公式

ホーム

ページ

等に 

関する 

周知 

合計 

 

当所が主催・共催するもの その他 

 

普 

及 

啓 

発 

相 

談 

先 

案 

内  

依

存

症 

ひ 

き 

こ 

も 

り 

そ  

の 

他 

自殺 

 

国 

地方

自治体 

民 

間 

等 
 

一 

般 

若 

年 

層 

100 99 2 89 2 6 6 0 1 0 1 3 2 1 0 103 

 

カ 地域密着型自殺対策事業 

各区保健福祉部が実施主体として、区の特性と住民の実情に応じた自殺対策の

取り組みとして、普及啓発事業を実施している。 

区 名称・内容 開催日 参加者数 

中

央

区 

令和６年度中央区地域密着型自殺対策事業 

啓発品・リーフレットの配布 
６月 18 日（火） 300 名 

北

区 

令和６年度地域密着型自殺対策事業 

「若者のメンタルヘルスと自殺予防」 

講演会と啓発品・リーフレットの配布 

 １月 31 日（金） 29 名 

東

区 

令和６年度東区地域密着型自殺対策事業 

リーフレットの配布 
10 月～３月 507 名 

白

石

区 

白石区地域密着型自殺対策事業 

～若年者向けこころの健康増進事業～ 

(1)パネル展と啓発品・リーフレットの配布 

(2)啓発マンガの配布 

⑴９月１日(日) 

⑵９月～10 月 
1,233 名 

厚

別

区 

令和６年度 厚別区地域密着型自殺対策事業 

パネル展と啓発品・リーフレットの配布 
 ９月 19 日（木）  214 名 

豊

平

区 

豊平区地域密着型自殺対策事業 

パネル・書籍展示と啓発品・リーフレットの配布 

   ２月 27 日（木）～ 

３月 25 日（火） 
10,168 名 

清

田

区 

令和６年度地域密着型自殺対策事業 

「支えあって守るいのち」 

⑴パネル展と啓発品の配布 

⑵講演会 

 ⑴８月 15日（木）～

９月 19 日（木） 

⑵10 月４日（金） 

1,024 名 
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南

区 

地域密着型自殺対策事業 

パネル展と啓発品・リーフレットの配布 

 ９月 26 日（木）～ 

10 月 10 日（木） 
2,500 名 

西

区 

令和６年度西区地域密着型自殺対策事業 

⑴ポスター展示とリーフレットの配布 

⑵デジタルサイネージによる啓発と啓発品・リーフ

レットの配布 

⑴９月 10 日（火）～

９月 16 日（月） 

⑵３月３日（月）～ 

３月 14 日（金） 

7,524 名 

手

稲

区 

令和６年度手稲区「こころの健康パネル展」 

⑴⑵パネル展と啓発品・リーフレットの配布 

 ⑴８月 15日（木）～

８月 27 日（火） 

 ⑵９月 11日（水）～

９月 13 日（金） 

237 名 

   

  キ 自死遺族支援 

  (ｱ) 自死遺族の思いを語る集い「癒しの会」 

     平成８年から開催されている「癒しの会」の継続実施のため、令和６年度よ

り当センターが事務局運営を担い、自死遺族が安心して心境を語り合える場の

確保に努めている。    

令和６年度の開催・参加状況    

開催回数 延参加者数 新規参加者数 

６回 37 名 15 名 

  【開催日】 隔月土曜日 13：30～15：00 

  【会場】  札幌市精神保健福祉センター（札幌こころのセンター） 

 

⑷ 札幌市いのちの大使 ＣＨＵＰＵＫＡ（チュプカ） 

センターでは、自殺対策のＰＲ活動で右図の「太陽のクマ」のキャラクターを 

使用している。名前の由来は、アイヌ語の「太陽」と「月」を意味する「チュプ」

と、「輪」を意味する「カリプ」を組み合わせたものである。 

 ＣＨＵＰＵＫＡは、太陽の命の輪をかぶり、命を大切にする意識「きづく」「き  

く」「つなぐ」「みまもる」の気持ちを広めている。
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13 札幌市依存症対策地域支援事業 

センターでは、平成 16 年度からアルコール、薬物、ギャンブルなどの嗜癖関連問題全

般の相談を特定相談事業として位置づけ、電話・来所で相談に応じている。 

また、国は平成 29 年６月に「依存症対策地域支援事業について」（障発 0613 第２号

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）、「依存症専門医療機関及び依存症治

療拠点機関の整備について」（障発 0613 第４号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

長通知）を発出し、都道府県・政令指定都市に依存症対策の強化を求めている。 

以上を踏まえて、センターにおいては平成 30 年度から「札幌市依存症対策地域支援事

業」を開始し、依存症に関する医療体制の拡充、相談体制の整備、関係機関・団体との

連携体制の構築を目指す取組を実施している。 

⑴ 医療体制の拡充 

国が定める所定の条件を満たす医療機関を「札幌市依存症専門医療機関」「札幌

市依存症治療拠点機関」に選定し、依存症に関する医療体制の拡充を図っている。 

ア 札幌市依存症専門医療機関 

依存症に関する所定の研修を修了した医療スタッフを配置し、専門性を有する

医師が担当する入院医療や、認知行動療法など依存症に特化した専門プログラム

を有する外来治療を実施している。 

医療機関名 所在地 

選定された依存症の種類 

アルコ

ール 

薬物 ギャン

ブル 

医療法人社団 

五稜会病院 

札幌市北区篠路９条６丁目 

２-３ 
○ - ‐ 

医療法人北仁会 

幹メンタルクリニック 

札幌市中央区大通西 20 丁目 

２-20 EXCEL S１ビル５階 
○ - - 

医療法人北仁会 

旭山病院 

札幌市中央区双子山４丁目 

３-33 
○ ○ ○ 

医療法人耕仁会 

札幌太田病院 

札幌市西区山の手５条５丁目

１-１ 
○ ○ ○ 

医療法人社団 

さっぽろ麻生メンタルクリニック 

札幌市北区北 39 条西５丁目 

１-15 北電商販ｻﾄｳﾋﾞﾙ４階 
○ - - 

医療法人渓仁会 

手稲渓仁会病院 

札幌市手稲区前田１条 12 丁目 

１-40 
○ - - 

 （申請順、令和７年３月 31 日現在） 

イ 札幌市依存症治療拠点機関 

依存症専門医療機関間の連携の拠点となる医療機関であり、医療機関対象の人材

養成研修、依存症に関する情報発信、専門医療機関の実績のとりまとめ等を実施し

ている。 

医療機関名 所在地 

医療法人北仁会旭山病院 札幌市中央区双子山４丁目３-33 

                      （令和７年３月 31 日現在） 
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⑵ 相談体制の整備 

令和２年１月６日にセンター内に「札幌市依存症相談窓口（依存症相談拠点）」

を設置し、札幌市内にお住まいのアルコール・薬物・ギャンブル等の問題でお困り

のご本人・ご家族・関係機関職員等からの相談に電話と面接で応じている。 

ア 依存症相談専用電話 

平日13時～16時（祝日、年末年始を除く）の間、相談専用回線（依存症相談専

用電話 011-640-7183）を開設し、センター職員がご本人・ご家族・関係機関職員

等からの相談に応じている。 

依存症相談拠点における相談の効果等を把握する取組として、令和４年２月よ

り、了承を得られた相談者に対し、概ね２か月後の電話掛け（２か月後電話）を

行っている。 

(ｱ) 件数 

 総数    

 男性 女性 不明 

実人数 470 337 125 8 

延べ人数 689 493 188 8 

 

(ｲ) 相談者の状況（相談対象者との関係） 

 本人 家族 関係機関 その他 合計 

男性 202 64 3 5 274 

女性 77 319 5 14 415 

不明 0 0 0 0 0 

合計 279 383 8 19 689 

 

(ｳ) 相談内容（重複あり） 

 
～19 歳 

20～ 

29 歳 

30～ 

39 歳 

40～ 

49 歳 

50～ 

59 歳 

60～ 

69 歳 
70 歳～ 不明 合計 

アルコール 0 12 31 51 49 31 13 5 192 

薬物 10 3 2 4 15 1 1 6 42 

ギャンブル等 3 58 78 73 22 23 10 9 276 

ゲーム・ネット 23 9 9 1 5 0 2 1 50 

その他 ※ 12 31 38 33 19 7 9 14 163 

合計 48 113 158 162 110 62 35 35 723 

※ 「その他」は買物、性、窃盗、摂食障害など 
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(ｴ) 相談の結果（重複あり） 

 
助言 

指導 

来所 

指導 

２か月

後電話 

他機関情報提供 
他機

関紹

介 

傾

聴 

その

他 
合計 医療 

機関 

関係 

機関 

他の 

相談 

機関 

保健所 
その

他 

件

数 
281 65 172 188 21 62 3 20 5 145 81 1038 

 

イ 面接相談 

  電話相談等の結果、面接相談が必要と判断された場合には、専門相談の一環と

して来所での面接相談を実施している。 

(ｱ) 件数 

 令和６年度 令和５年度（参考） 

総数 総数 

 男性 女性  男性 女性 

実人数 59 48 11 47 41 6 

延べ人数 142 123 19 80 70 10 

 

(ｲ) 相談者の状況（相談対象者と来所者の関係） 

 本人 

のみ 

家族 

のみ 

関係機関 

のみ 

本人と 

家族 

本人と 

関係機関 

家族と 

関係機関 
その他 合計 

男性 56 64 0 3 0 0 0 123 

女性 3 13 0 3 0 0 0 19 

合計 59 77 0 6 0 0 0 142 

 

(ｳ) 相談内容（重複あり） 

 

 
～19 歳 

20～ 

29 歳 

30～ 

39 歳 

40～ 

49 歳 

50～ 

59 歳 

60～ 

69 歳 
70 歳～ 不明 合計 

アルコール 0 0 7 10 3 5 2 0 27 

薬物 0 0 0 1 0 0 0 0 1 

ギャンブル等 1 8 25 40 23 4 1 0 102 

ゲーム・ネット 0 0 3 0 0 0 0 0 3 

その他 ※ 0 4 1 5 0 0 0 1 11 

合計 1 12 36 56 26 9 3 1 144 

※ 「その他」は浪費、窃盗 
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(ｴ) 相談の結果（重複あり） 

 
助言 

指導 

来所 

指導 

他機関情報提供 
他機

関紹

介 

傾聴 
その

他 
合計 医療 

機関 

関係 

機関 

他の 

相談 

機関 

保健所 その他 

件

数 
24 111 4 1 0 0 1 1 0 0 142 

 

⑶ 関係機関・団体との連携体制の構築 

令和元年 11 月に市内の依存症対策に関わる機関・団体等で構成される「札幌市依

存症対策地域支援連携会議」を設置し、地域における依存症に関する情報や課題の

共有、連携を図っている。 

令和６年度札幌市依存症対策地域支援連携会議 

日  時：令和６年 11 月 7 日（木） 18：00～19：30 

会  場：WEST19 ２階 大会議室 

議  題：構成機関・団体等の取組状況の共有、救急医療との連携について 

 

⑷ その他 

ア 普及啓発、情報発信、民間団体等の活動支援 

依存症の支援にあたる民間団体や自助グループの協力を得ながら、市民に向け

た依存症についての普及啓発や社会資源の情報等の周知を行っている。 

 

 

 

 

 

 

行事名 主催 日程・内容等 

お酒と健康について

考える家族セミナー 
札幌市 

令和６年８月 20 日（火） 18：00～19：30 

講演「アルコール依存症カウンセリング～家族と歩む関わり

方のコツ～」、「断酒会の取り組みについて」、「断酒会に

聞く～お酒の問題と家族の対応～」。会場 9名、オンライン

で 23 名が参加。 

ギャンブル等でお困

りの家族セミナー 
札幌市 

令和７年２月 12 日（水） 18：00～19：30 

講演「ギャンブル障害について」、体験発表「ご家族体験

談」。会場 28 名、オンラインで 39 名が参加。 

一緒に考えよう！依

存症のこと 

北海道、

札幌市 

（共催） 

令和６年 12 月７日（土） 11：00～17：00 

トークショー「依存症に対する関心と正しい知識につい

て」、団体紹介（NPO 法人全国ギャンブル依存症家族の会北

海道、NPO 法人おはな、NPO 法人札幌連合断酒会、一般社団

法人北海道断酒連合会）、普及啓発ブースの設置。トークシ

ョーは約 150 名が鑑賞。 
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イ 医療機関や地域支援者向け研修の実施・開催協力 

(ｱ) 札幌市依存症地域支援者向け研修（札幌市主催） 

令和２年度から、地域において依存症当事者や家族の支援にあたる支援者を 

対象とした研修を、札幌市依存症治療拠点機関（医療法人北仁会旭山病院）

へ開催委託して実施している。 

 

(ｲ) 札幌市以外の研修への開催協力 

国・道・依存症治療拠点等が開催する支援者向けの研修について、開催協力

を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修名 対象者 日時 内容等 

心と体を繋ぐアルコール依存

症支援～「心体科連携」を目

指して～ 

地域で依存症支援

に携わっている方 

令和６年 12 月７日

(土) 

13：30～16：30 

集合、オンラインのハ

イブリット 

会場 20 名、オンライ

ンで 74 名が参加。 

＜依存症事例検討会＞ 

「身体科医療機関から依存症

専門医療機関にどのように繋

げるか。関わりや対応につい

て」 

地域で依存症支援

に携わっている方 

令和７年２月 22 日

(土) 

13：00～16：00 

集合研修 

27 名が参加。 

研修名 対象者 主催 内容等 

依存症治療指導者/相

談対応指導者養成研修 

医療従事者、 

相談支援担当者 

厚生労働省、 

依存症対策全国 

センター（久里浜

医療センター） 

Zooｍで開催（全５回）。 

当センターは周知・参加取り

まとめ等の協力を実施。 

依存症地域生活支援指

導者養成研修 
地域支援者 

厚生労働省、 

依存症対策全国 

センター（久里浜

医療センター） 

Zooｍで開催（全３回）。 

当センターは周知・参加取り

まとめ等の協力を実施。 

アルコール依存症臨床

医等研修 

医師、看護師、作

業療法士、 

精神保健福祉士

等、公認心理師 

厚生労働省、 

依存症対策全国 

センター（久里浜

医療センター） 

Zoom で開催(職種別に全５回）。

当センターは周知・参加取り

まとめ等の協力を実施。 
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ウ 北海道飲酒運転の根絶に関する条例に伴う保健指導の実施 

「北海道飲酒運転の根絶に関する条例」（平成 27 年施行）では、飲酒運転をし

た者で希望する者に対し、精神保健福祉センター等がアルコール健康障害に関する

保健指導を実施することとされており、センターにおいても飲酒運転をした者に対

して保健指導を実施している。 

＜飲酒運転をした者に対する保健指導実施件数＞ 

 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

件数 0 1 0 0 0 

 

エ アルコール中毒者保護通知書等の受理、連絡会議への参加 

「酒に酔つて公衆に迷惑をかける行為の防止等に関する法律」（昭和 36 年施

行）では、警察官が保護した酩酊者がアルコールの慢性中毒者（精神障害者を除

く。）又はその疑のある者であると認めたときは保健所長に通報することとされ

ている。 

札幌市では、平成 24 年度に「アルコール中毒保護通知書の取扱マニュアル」

を定め、札幌市保健所が通報を受け付け、センターは①センター長は、保健所と

の連絡会議において、受診勧奨の必要性について助言する、②区保健福祉部長に

対し、困難ケース等に関する助言等、必要な支援を行う、としている。 

本年度、センターで受理した中毒者保護通知書（写）等の件数、連絡会議への

参加等の実績は、以下のとおり。 

内容 件数 

アルコール中毒者保護通報書（写）の受理 ５件 

アルコール中毒者保護通報書に係る調査について（回答）の受理 ５件 

アルコール中毒者保護通報に係る連絡会議への参加 ０回 

アルコール中毒者保護通報に基づく受診勧奨について（報告）の受理 １件 

その他 ０件 
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14 ひきこもり対策推進事業 

⑴ 札幌市ひきこもり地域支援センター 

ア 概要 

(ｱ) 目的 

ひきこもりの状態にある本人やその家族等を支援するための第一次相談窓口

である「札幌市ひきこもり地域支援センター」を設置し、18 歳未満を対象とす

る「児童期」、18 歳以上を対象とする「成人期」の両者の位置付けを担うこと

により、隙間のないひきこもり支援体制を構築する。 

   (ｲ) 設立年月日 

平成 27 年（2015 年）10 月１日 

(ｳ) 職員体制 

５名（精神保健福祉士、保健師等） 

 

イ 業務内容 

(ｱ) 当事者等からの相談対応 

    ａ 当事者等からの電話、メール、来所等による相談に応じ、適切な助言を行

うとともに、必要に応じて家庭訪問を中心とする訪問型の支援を行う。 

    ｂ 当事者等の相談内容に応じて、医療、保健、福祉、教育、就労等の適切な

関係機関へつなぎ、当該機関と情報交換を行うなど、対象者の支援の状況把

握に努めるとともに、適切な支援方法について検討を行う。 

    ｃ 市内各区において、各区年４回程度、年間計 40 回程度を目安として出張

無料相談会を行う。 

    ｄ 「よりどころ」において、当事者会及び家族会に専任の相談員を１名以上

派遣し対象者との交流及び相談対応を行う。あわせて「よりどころ」の実施

に関し、実施内容、ピアサポーターの活用、支援内容について、「よりどこ

ろ」受託者と協同し企画、検討するとともに、助言・指導を行う。 

(ｲ) 関係機関との連携 

   ａ 既存の連絡協議会等を活用し、地域の関係機関（医療、保健、福祉、教

育、就労等）との情報交換を行う等、各機関間で恒常的な連携が確保できる

よう努める。 

ｂ 関係機関から情報提供のあった相談者について、相談対応や必要に応じア

セスメントを行うとともに、支援経過について共有を図る等連携を行う。 

(ｳ) 情報発信 

リーフレットの作成等により、ひきこもりに関する普及啓発を図るととも 

に、札幌市ひきこもり地域支援センターの利用及び地域の関係機関、関係事業 

の広報、周知を行う等、ひきこもり対策に関する情報発信を行う。 

(ｴ) 各種研修の企画・実施 

ひきこもり支援の普及啓発に資する各種研修を企画・実施する。 
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 ウ 相談支援実施状況 

(ｱ) 相談件数 

相談件数計 2,538 

 
新規相談 213 

継続相談 2,325 

(ｲ) 相談方法 

 新規 継続 総計 構成比(%) 

電話 144 291 435 15.8 

来所 21 1,012 1,033 37.6 

メール 24 603 627 22.8 

アウトリーチ 0 355 355 12.9 

出張相談等 24 64 88 3.2 

小計 213 2,325 2,538  

連携 - 212 212 7.7 

ケア会議 - - - - 

総計 213 2,537 2,750  100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 

(ｳ) 新規相談者の状況 

ａ 相談者内訳 

 件数 構成(％) 

本人 39 18.3 

父 21 9.9 

母 81 38.0 

配偶者 1 0.5 

両親  8 3.8 

兄弟姉妹等  44 20.7 

その他   19 8.9 

計 213 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 
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ｂ 相談方法別内訳 

 電話 来所 メール アウトリーチ 出張相談等 計 

本人 28 0 6 0 5 39 

父 10 3 4 0 4 21 

母 60 9 8 0 4 81 

配偶者 0 0 0 0 1 1 

両親 0 3 0 0 5 8 

兄弟姉妹等 29 4 6 0 5 44 

その他 17 2 0 0 0 19 

計 144 21 24 0 24 213 

 

ｃ 当事者の年齢 

 男 女 不明 計 構成(％) 

10 歳未満 0 0 0 0 0 

10 歳以上～15 歳未満 3 3 1 7 3.3 

15 歳以上～20 歳未満 16 9 0 25 11.7 

20 歳以上～30 歳未満 37 7 0 44 20.7 

30 歳以上～40 歳未満 33 10 0 43 20.2 

40 歳以上～50 歳未満 36 10 0 46 21.6 

50 歳以上～60 歳未満 17 8 0 25 11.7 

60 歳以上 3 1 0 4 1.9 

不明 12 7 0 19 8.9 

計 157 55 1 213 100 

割合は小数点以下第 2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはなりません。 
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⑵ ひきこもりに関する集団型支援拠点「よりどころ」 

ア 概要 

(ｱ) 目的 

ひきこもりの状態にある本人やその家族が安心して相談できる環境を整備し、

当事者等にとって家庭以外の居場所となり、精神的安定を得られる支え合いの

場となることによって、ひきこもりの状態にある本人が社会参加に向けて緩や

かに動き出すとともに、支援が停滞している当事者等が、再度意欲を持てるよ

うな場を提供する。 

(ｲ) 設立年月日 

  平成 30 年（2018 年）５月 15 日 

 (ｳ) 職員体制 

ひきこもり相談に従事した経験を持つ支援員及びピアサポーター等の補助者 

 (ｴ) 設置時間 

  １回あたり概ね２時間。当事者等が自由に来所できる体制としている。 

  イ 業務内容 

(ｱ) よりどころの設置に関する企画及び運営 

    ａ ひきこもり本人を対象とした当事者の会と、その家族を対象とした家族の

会について、それぞれ月４回を上限として実施する。そのうち毎月 1 回はオ

ンライン（当事者の会はメタバース活用、家族の会は ZOOM 活用）にて開催

する。 

    ｂ ひきこもりの状態にある本人の社会参加を促進するプログラムや、ひきこ

もり支援に関する学習会等を実施する。 

    ｃ メタバース等を活用した相談・交流機会の提供のほか、協力企業等と連携

した就労に向けた体験プログラム等を実施する。 

(ｲ) 関係機関との連携 

札幌市ひきこもり地域支援センターと恒常的に連携し、その助言を踏まえて

企画、運営、広報及び来所者の支援計画の検討を行う。また、市内関係機関へ

も本事業に関する情報提供を行い、利用者のつなぎ等連携を図る。 

(ｳ) 情報発信 

よりどころに関する普及啓発を図る。 

(ｴ) ニーズ把握及び成果の検討 

来所者に対しアンケート調査を実施し、ひきこもり本人等のニーズ把握を行

う。 
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ウ 利用実績 

 
令和６年 令和５年 

当事者会 家族の会 当事者会 家族の会 

開催頻度 48 回 48 回 48 回 48 回 

参加者数 313 人 231 人 213 人 233 人 

※令和５年から「家族の会」に参加した当事者の人数も「家族の会」参加者数に計

上している。 

 

 

15 自立支援医療（精神通院医療）の支給認定及び精神障害者保健福祉手帳の交付決定に

関する事務 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する法律第52条第１項の規定による自

立支援医療（精神通院医療）の支給認定及び法第45条第１項の規定による精神障害者保

健福祉手帳の交付申請に関する決定事務を行っている。 

 ⑴ 沿革 

令和４年４月に精神事務係を新設し、事務の効率化を図る観点から、それまで各区

保健福祉部が所管していた上記決定事務を精神事務係に集約している。 

 

⑵ 自立支援医療（精神通院医療）支給認定の決定件数 

年度 総件数 新規 廃止 変更 更新 

令和６年度 76,466 10,112 766 17,596 47,992 

令和５年度 73,927 9,889 508 17,489 46,041 

令和４年度 69,766 9,073 580 15,448 44,665 

 

⑶ 精神障害者保健福祉手帳交付認定の決定件数 

年度 総件数 新規 廃止 変更 更新 

令和６年度 20,482 4,114 686 818 14,864 

令和５年度 19,654 3,766 509 733 14,646 

令和４年度 17,607 3,421 489 687 13,010 
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16 その他 

 センターでは、状況が把握しにくいこと、タイムリーな対応が難しい場合があること

から、メールによる相談は原則として行っていないが、センターのホームページに寄せ

られた問い合わせに対しては、必要に応じて関係機関や心の健康づくり電話相談を案内

している。 

令和６年度、ホームページに寄せられた問い合わせは 48 件で、そのうち上記のよう

な情報提供等の対応をしたのは 45 件だった。 



 
 
 
 
 
 

 
 

Ⅲ 関係条例・規則等 
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１ 札幌市精神保健福祉センター条例 

平成９年３月 28 日 

条例第 10 号 

（設置） 

第１条 本市は、精神保健の向上及び精神障害者の福祉の増進を図るため、精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和 25 年法律第 123 号)第 6 条第 1

項の規定に基づき、精神保健福祉センター(以下「センター」という。)を設

置し、その名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

札幌市精神保健福祉センター 札幌市中央区大通西 19 丁目 

（使用料及び手数料） 

第２条 センターにおける診療その他の業務(以下「診療等」という。)につい

ては、使用料及び手数料(以下「使用料等」という。)を徴収する。 

２ 前項の使用料等の額は、健康保険法(大正 11 年法律第 70 号)の規定により

厚生労働大臣が定める療養の給付に要する費用の額の算定方法(以下「算定

方法」という。)により算定した額(高齢者の医療の確保に関する法律(昭和

57 年法律第 80 号)の規定による医療を受けることができる者については、同

法の規定により厚生労働大臣が定める医療に要する費用の額の算定に関する

基準(以下「算定基準」という。)により算定した額)とする。ただし、算定

方法及び算定基準に定めのないものについては、市長が定める。 

（使用料等の納入時期） 

第３条 使用料等は、診療等の実施の都度徴収する。ただし、市長が必要と認

めるときは、この限りでない。 

（使用料等の減免） 

第４条 市長は、特別の事由により必要があると認めるときは、使用料等を減

額し、又は免除することができる。 

（委任） 

第５条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、平成９年４月１日から施行する。 

２ 札幌市職員の定年等に関する条例(昭和 58 年条例第 27 号)の一部改正〔省

略〕 

附 則(平成 18 年条例第 23 号) 

この条例は、平成 18 年４月１日から施行する。 

附 則(平成 20 年条例第 11 号)抄 

 この条例は、平成 20 年４月１日から施行する。 
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２ 札幌市精神保健福祉センター条例施行規則 

平成９年３月 28 日 

規則第 22 号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、札幌市精神保健福祉センター条例(平成９年条例第 10

号。以下「条例」という。)の施行について必要な事項を定めるものとす

る。 

（市長が定める使用料等） 

第２条 条例第２条第２項ただし書の規定により市長が定める使用料及び手数

料(以下「使用料等」という。)の額は、別表のとおりとする。 

（使用料等の減免の手続） 

第３条 条例第４条の規定により使用料等の減額又は免除を受けようとする者

は、精神保健福祉センター使用料(手数料)減額(免除)申請書(別記様式)を市

長に提出しなければならない。 

（委任） 

第４条 この規則の施行について必要な事項は、保健福祉局長が定める。 

附 則 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

附 則(平成 10 年規則第７号)省略 

附 則(平成 17 年規則第 14 号) 

１ この規則は、平成 17 年４月１日から施行する。 

２ 改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後に請求される文書に係る

文書料について適用し、同日前に請求された文書に係る文書料については、

なお従前の例による。 

別表 

種別 料金 摘要 

文

書

料 

文書(Ａ) １枚につき 800 円 医療費領収金額の証明書その他これに類

する簡単な内容のもの 

文書(Ｂ) １枚につき 1,500 円 病名、治療期間程度の記載にとどまる診

断書、証明書その他これらに類する内容

のもの 

文書(Ｃ) １枚につき 3,000 円 死亡診断書、身体障害者診断書、意見

書、病状経過の記載を要する診断書、証

明書その他これらに類する内容のもの 

文書(Ｄ) １枚につき 4,000 円 各種保険、年金等の請求に係る診断書、

証明書その他これらに類する複雑な内容

のもの 
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別記様式 

精神保健福祉センター使用料(手数料)減額(免除)申請書 

 

  年  月  日   

 

 

(あて先)札幌市長 

 

 

住所         

氏名         

 

 

 次のとおり精神保健福祉センターの使用料(手数料)を減額(免除)願います。 

減額(免除) 

申請する事項 

 

 

 

減額(免除) 

申請する理由 

 

 

 

備考 この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を使用すること

ができる。 
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３ 心の健康づくり電話相談事業実施要綱 

平成 23 年３月 11 日 

保健福祉局長決裁 

（目的） 

第1条  心の健康づくり電話相談（以下、「電話相談」という。）は、さまざ

まな要因から心に悩みを抱える市民、精神に障がいのある市民又はその家族

及び関係者などから精神保健福祉に係る相談を受け、適切な助言や関係機関

を紹介するなどにより、健やかな市民生活を送るための援助を行うことを目

的とする。 

（実施内容） 

第2条  電話相談は、心に悩みを抱える市民、精神に障がいのある市民又はそ

の家族及び関係者などから精神保健福祉に係る相談を電話により受け、適切

な助言を行うとともに、必要に応じて精神保健福祉センター及び各区保健福

祉部又はその他の関係機関を紹介するものとする。 

（実施場所） 

第3条  電話相談の実施場所は、札幌市精神保健福祉センター内とする。 

（相談従事者） 

第4条  電話相談に従事する者は、第１条の目的を遂行することができる、精

神保健福祉士、看護師、保健師、社会福祉士などの資格を有し、高度な技術

を習得した者又はこれに準ずる十分な経験を有する者とする。 

（電話相談の開設日及び相談時間） 

第5条  電話相談は、月曜日から金曜日までの午前９時から午後５時まで開設

するものとする。ただし、国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178

号）に規定する休日並びに 12 月 29 日から同月 31 日までの日及び１月２日

から同月３日までの日は休日とする。 

（秘密の保持）  

第6条  電話相談に係る事務に従事する者は、職務上知り得たことについて、

いかなる場合にも他に漏らしてはならない。 

附 則 

この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。 
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４ 電話相談強化事業実施要綱 

平成 23 年２月 22 日 

精神医療担当部長決裁 

 （目 的） 

第１条 電話相談強化事業は、さまざまな要因から心に悩みを抱える市民、精

神に障がいのある市民又はその家族及び関係者などから精神保健福祉に係る

相談を受け、適切な助言や関係機関の紹介等を行うことにより、健やかな市

民生活を送るための援助を行うことを目的とする。 

 （実施内容） 

第２条 電話相談は、心に悩みを抱える市民、精神に障がいのある市民又はそ

の家族及び関係者などから精神保健福祉に係る相談を電話により受け、適切

な助言を行うとともに、必要に応じて保健福祉局精神保健福祉センター及び

各区保健福祉部又はその他の関係機関を紹介するものとする。 

 （電話相談の開設日及び相談時間） 

第３条 電話相談は、月曜日から金曜日までの午後５時から午後９時まで並び

に土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に

規定する休日の午前10時から午後４時まで開設するものとする。ただし、12

月 29 日から１月３日までの日は休日とする。 

 （相談従事者） 

第４条 電話相談に従事する者は、第１条の目的を遂行することができる、精

神保健福祉士、看護師、保健師、社会福祉士などの資格を有し、高度な技術

を修得した者又はこれに準ずる十分な経験を有する者とする。 

 （責任者の配置） 

第５条 受託者は、電話相談に従事する者の中から相談責任者を定め、当該相

談責任者が精神保健福祉センターとの連絡調整に当たるものとする。 

 （危機管理体制） 

第６条 相談電話の内容が自殺未遂等により救急対応を要する場合には、受託

者は医学的判断を行える専門家と即時に連携できる体制を構築すること。 

 （実施状況報告） 

第７条 電話相談に従事する者は、受理した電話相談内容について、別に定め

る様式により相談記録票を作成すること。また、受託者は毎月５日（閉庁日

の場合は、翌開庁日）までに、別に定める様式により相談記録集計票及び相
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談記録票を精神保健福祉センターへ提出すること。 

 （秘密の保持） 

第８条 電話相談に従事する者は、職務上知り得たことについて、いかなる場

合にも他に漏らしてはならない。 

 （委 任） 

第９条 この要綱に定めのない事項は、保健福祉局精神医療担当部長が別に定

めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成 23 年２月 22 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25 年２月 25 日から施行する。 
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５ 札幌市心の健康相談事業実施要綱 

平成２３年９月２６日 

保健福祉局長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、「保健所及び市町村における精神保健福祉業務について」

（障第 251 号厚生省大臣官房障害保健福祉部長通知）に基づき、札幌市心の健 

 康相談事業の実施に関して必要な事項を定めるものである。 

（目的） 

第２条 この事業は、札幌市が行っている精神保健福祉に関する相談事業のう

ち特に、札幌市が医師（精神科）を任用しこれを実施者として、精神障がい

者やその家族からの精神保健福祉に関する相談及び区保健福祉部に対する技

術指導を行い、もって精神障がい者及び市民の精神保健福祉の増進を図るこ

とを目的とする。 

（事業の名称） 

第３条 この事業の名称は「心の健康相談事業」（以下「事業」という。）と

する。 

（事業の実施主体） 

第４条 この事業の実施主体は札幌市とし、札幌市精神保健福祉センター（以

下「センター」という。）がこれを行う。 

（対象者）  

第５条  この事業の対象者は、次の各号に該当する者とする。 

(1) 精神科受診が容易でなく、精神疾患がある者、若しくはその疑いのあ

る本人、その配偶者、親、子、兄弟及びその他の親族 

(2) 各区の精神保健福祉業務に携わる職員 

(3) 事業の利用について本人又は家族の了解を得た関係機関等職員 

(4) その他、各区精神保健福祉相談員（以下「相談員」という。）が事業

の利用の必要性を認めた者 

（実施者） 

第６条 事業にかかる相談及び技術指導は、精神科の臨床経験を要するほか、

精神保健福祉に関する学識を有していることなど高い専門性を必要とするこ

とから、センターが特別職非常勤職員として医師（精神科）を任用し、これ

を実施者とする。 

２ この事業の実施者は、次の各号の要件を全て満たしていなければならない。 

(1) 医師免許を有していること 

(2) 精神科の臨床経験を有していること 

(3) 精神保健及び精神障がい者の福祉に関する学識経験を有していること 

（実施内容） 

第７条 この事業の実施者は、各区において相談及び技術指導を行う。 

２ 実施内容は、次の各号に当たるものとする。 

(1) 精神科受診の必要性についての相談 

(2) 相談処遇等に関する精神保健の観点からの相談 
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(3) 精神疾患を疑う問題行動等に関する相談 

(4) その他、相談員が事業の利用の必要性を認めたもの 

３ 実施者は、必要に応じ医療機関への診療情報提供書（様式１）を作成する。 

４ 相談員は、この事業が円滑に行われるよう、実施者の職務を補助する。 

（実施の方法） 

第８条 第５条で規定する対象者のうち、本事業の利用を希望するものに対し、

第６条で規定する実施者による前条第２項の実施内容を要すると認められる  

ものを、各区保健福祉部にて決定する。 

２ 相談員は、実施者による指導及び技術指導を行う前に、この事業を利用す

るもの（以下「利用者」という。）よりその内容を聴取し、記録票（事前面

接用）（様式２）を作成する。 

３ 相談員は実施者に対し、申込み状況及び記録票（事前面接用）（様式２）

について報告を行ったのち、実施者は相談及び技術指導を実施する。 

（記録） 

第９条 実施者は、相談及び技術指導を技術指導の内容について記録票（医師

面接用）（様式３）を作成する。なお、当該記録票は、実施者の指示のもと、

相談員が作成できるものとする。 

２ 記録票（事前面接用）（様式２）及び記録票（医師面接用）（様式３）の

保存年限は５年間とし、厳重に管理する。 

（報告） 

第 10条 相談員は、記録票（医師面接用）（様式３）の作成後、速やかに所属

長まで報告を行う。 

２ 緊急性が高いと判断されるものについては、口頭で速やかに報告を行う。 

（統計調査） 

第 11条 センターは、この事業の実態について把握するため、相談内容につい

ての統計調査を実施する。 

２ 統計調査の内容については、相談員が統計調査様式（様式４）を用いて、

四半期（３月、６月、９月、12 月）ごとにセンターへ報告する。 

（その他） 

第 12条 センター及び実施者は、事業の実施にあたり、札幌市その他関係機関

及び関係団体と密接な連携を保ち、必要に応じて協議の上、円滑な実施を図

るものとする。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年９月２６日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
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６ 札幌市退院等の請求に関する事務取扱要領 

平成 12 年４月１日 

保健福祉局長決裁 

（趣旨） 

第１条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25年法律第 123号。

以下「法」という。）第38条の４の規定に基づく退院等の請求（以下「当該

請求」という。）に関しては、法令等の定めるもののほか、この要領に定め

るところによるものとする。 

（退院等の請求の受付） 

第２条 退院等の請求者は、法第38条の４に定める者及びその代理人とする。

ただし、代理人は弁護士とするが、精神科病院に入院中の者が請求する場合

で弁護士を代理人に選任することが困難な場合は、弁護士でない者を代理人

とすることができる。 

２ 当該請求の方法は、書面を原則とする。ただし、精神科病院に入院中の患

者が請求する場合で、当該患者が口頭（電話を含む。）による請求の受理を

求めるときはそれを認めるものとする。 

３ 市長は、当該患者が当該病院に入院していること及び請求を行った者の意

思を確認するものとする。ただし、その確認により請求者の請求の意思が制

限を受けないよう配慮するものとする。また、代理人による請求の場合には、

代理権を有することを証する書面を確認するものとする。なお、請求者が家

族等の場合は、入院に同意した家族等であるか確認することとする。 

（関係者への通知） 

第３条 市長は、速やかに当該請求を受付した旨を請求者、当該患者及び精神

科病院の管理者（以下「病院管理者」という。）に対し、退院等の請求の受

付について（様式１）又は口頭により連絡するものとする。また、入院に同

意した家族等（法第５条第２項に規定する家族等をいう。以下同じ。）に対

しては、当該患者の同意のもと、当該請求を受付した旨を連絡するものとす

る。ただし、家族等にあっては直ちに連絡先が判明しない場合は、この限り

でない。 

（事前資料の準備） 

第４条 市長は、当該患者に関する資料として、次の各号に掲げる請求受理の

直近１年以内の書類を準備するものとする。 

(1) 法第２７条の規定に基づく措置入院時の診断書 

(2) 法第３３条第９項の規定に基づく入院措置又は入院期間の更新に関する届

出 

(3) 法第３８条の２の規定に基づく定期の報告 

(4) 法第３８条の４に基づく当該請求に関する資料 

(5) 当該患者の入院する精神科病院に対してなされた実地指導に関する資料

（実地指導結果及び当該患者に関して診断がなされたときは当該診断結果を

示す資料など） 

２ 市長は、法第20条の規定による入院（任意入院）が行われる状態にないと
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の判定、法第33条第１項、第２項及び第６項の同意、同条第９項に基づく届

出が適正に行われているかなど手続的事項については、退院等の請求に関す

る整理票（様式２）により、整理するものとする。 

３ 同一人から同一趣旨の請求が多数ある場合や、家族等のうち複数から同一

趣旨の請求がある場合には、審査の円滑な運営ができるよう、事前に十分整

理しておくものとする。 

 

（審査の依頼） 

第５条 市長は、札幌市精神医療審査会に審査を依頼するときは、札幌市精神

医療審査会長に対し、退院等の請求に関する審査について（依頼）（様式３）

に、前条に規定する資料等を添えて行うものとする。 

２ 処遇改善の請求のうち、当該請求が法第 36 条又は法第 37 条に基づく厚生

労働大臣の定める処遇の基準、その他の患者の人権に直接係る処遇に関する

請求以外の請求である場合には、前条第１項を省略し、直ちに審査依頼する

ことができる。 

（意見陳述の機会等の告知について） 

第６条 市長は、意見聴取を受ける者に対して、委員から依頼がある場合は委

員に代わって、合議体が実際の審査を行うときに、意見陳述の機会のあるこ

とを知らせることとする。また、精神科病院に入院中の患者が当該請求をし

た場合は、当該患者に弁護士による権利擁護を受ける権利のあることを知ら

せることとする。 

（市長の請求者等に対する結果通知） 

第７条 市長は請求者、当該患者、当該請求があったことを通知した家族等及

び病院管理者に対して、速やかに、審査の結果（請求者に対しては理由の趣

旨を付す。）及び、これに基づき採った措置を、結果通知書（様式４－１）

により通知するものとする。ただし、退院、他の入院形態の移行又は、処遇

改善が必要と判断された場合には、病院管理者に対し、退院・処遇改善命令

（様式５）により必要な措置を採ることを命ずるものとする。 

２ 請求者である当該患者から意見陳述の希望があった場合で、面接による意

見聴取により十分意見が把握できており、合議体が意見聴取をする必要がな

いと認めた場合は、結果通知書（様式４－２）により通知するものとする。 

３ 市長は原則として１か月以内に、当該病院管理者が採った措置を確認する

ものとし、当該措置について審査会に報告することとする。 

 （退院等の請求の取り下げ） 

第８条 当該請求の審査中に、請求者から請求を取り下げたいとの申し出が書

面又は口頭により市長になされた場合、又は当該患者が病院から退院した場

合は、市長はこれを札幌市精神医療審査会に報告し、これにより審査は終了

する。ただし、特に審査会が取り下げ前または当該患者の退院前の入院等の

適否の審査を行う必要があると認めた場合はこの限りではない。 

２ 当該請求が市長になされた場合、当該患者の入院形態が他の入院形態に変

更された場合であっても、その請求は入院形態にかかわらず有効とみなして

審査手続きを進めるものとする。また、退院の請求には現在受けている処遇
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の改善の請求を含むものとして取り扱うことができる。 

 （電話相談の取扱） 

第９条 市長は、精神科病院に入院中の患者から電話相談を受けたときは、そ

の内容及び対応を次の回の審査会に、退院等の請求電話相談記録票（様式６）

により報告するものとする。 

（実地指導との連携） 

第 10条 市長は、実地指導を行った際に入院患者から入院の継続又は処遇に関

して不適切な実態があることを聴取したとき、当該患者に対して審査会への

当該請求の手続きをとることを助言するとともに、その場で請求の意志を明

確に述べるものについては口頭による請求として受理するものとする。 

（標準処理期間） 

第 11条 市長は、請求を受付してから原則として１か月、やむを得ない事情が

ある場合においても３か月程度の期間内に請求者等に対し、審査結果及び理

由の要旨を通知するよう努めるものとする。 

 

 

 

附 則 

この要領は、平成 12 年４月１日から運用する。 

   附 則 

この要領は、平成 21 年４月１日一部改正 

   附 則 

この要領は、平成 23 年５月 18 日一部改正 

   附 則 

この要領は、平成 26 年４月４日一部改正 

   附 則 

この要領は、令和６年４月１日一部改正 
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７ 札幌市精神医療審査会運営規則 

 

第１章 総則 

 （趣旨） 

第１条 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25年法律第 123号。

以下「法」という。）第12条の規定に基づく札幌市精神医療審査会（以下「審

査会」という。）の運営については、法令等に定めるもののほか、この規則に

定めるところによるものとする。 

 

第２章 合議体 

 （合議体の構成） 

第２条 審査会は３つの合議体を設け、構成する委員を定める。 

２ 審査会の合議体を構成する委員を定めるにあたっては、委員の出席に支障

がある場合に、合議体を構成する予備的な委員を、あらかじめ他の合議体の委

員（合議体を構成しない委員を含む。）のうちから定めておくものとする。 

３ 審査会は、各合議体の状況に応じて、合議体を構成しない委員を合議体で

の審査の前提となる意見聴取や診察を行うための予備委員として置くことがで

きるものとする。予備委員として審査会から推薦を受けた精神保健指定医（以

下「指定医」という。）は、可能な限り予備委員に就任し、協力するよう努め

るものとする。 

４ 審査会に設置すべき合議体の数については、退院等の請求等の審査が迅速

（請求等があってから概ね１ヶ月以内）に行われるよう設置しなければならな

いこととし、審査件数等に応じて、合議体数の見直しを行うこととする。 

 （合議体の所掌） 

第３条 個別の案件の審査に関しては、原則として単一の合議体により審査を

行うものとする。 

２ 審査を取り扱った合議体において決定された審査結果をもって、審査会の

審査結果とする。 

３ 市長が審査会の審査結果を通知した後、通知を受けた患者等から退院等に

関して同様の内容と判断される請求がなされ、かつ市長が審査会で審査を行う

必要があると判断した場合、当該請求の直近の審査を行った合議体を除いた単

一又は直近の審査を行った合議体を含めた複数の合議体による合同審査を行う

ことができる。 

 （定足数） 

第４条 合議体は、精神障がい者の医療に関し学識経験のある者のうちから任

命された委員、精神障がい者の保健又は福祉に関し学識経験を有する者のうち

から任命された委員及び法律に関し学識経験を有する者のうちから、任命され

た委員がそれぞれ１人の出席により議事を開き、議決することができる。 

 （合議体の議長） 

第５条 委員長の出席に支障がある場合は、あらかじめ委員長の指名した順位

による委員が議長をつとめる。 
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 （議決） 

第６条 合議体の議事は出席した委員（合議体の長を含む。）の過半数で決す

る。ただし、可否同数の場合は、次回の会議において引き続き審査を行うか、

又は、他の合議体において審査するかのいずれかの方法によるものとし、合議

体の議長がこれを決するものとする。 

 （関係者の排除） 

第７条 委員が、次の各号のいずれかに該当するときは、当該審査に係る議事

に加わることができない。 

(1) 委員が、当該審査に係る入院中の者（以下「当該患者」という。）が入院

している精神科病院の管理者（以下「病院管理者」という。）又は当該精神科

病院に勤務（非常勤を含む。）している者であるとき。 

(2) 委員が、当該患者の措置入院時及び医療保護入院時に診察を行った指定医

であるとき。 

(3) 委員が、当該患者に係る直近の定期の報告又は入院期間の更新に関して診

察を行った指定医であるとき。 

(4) 委員が、当該患者の代理人、後見人又は保佐人であるとき。 

(5) 委員が、当該患者の配偶者若しくは三親等内の親族又はこれらの者の代理

人であるとき。 

２ 議事に加わることができない委員であるかどうかの確認については、次に

よるものとする。 

(1) 前項第１号から第３号までについては、病院管理者又は指定医である委員

について、あらかじめ所属先の（あるいは診察を行っている）精神科病院の名

称を申し出てもらい、確認するものとする。 

(2) 前項第４号及び第５号については、個別の患者の審査ごとに、委員からの

申し出等により確認するものとする。 

３ 委員は、第１項の各号に掲げるもののほか、当該患者と特別の関係がある

場合にはそれを理由に議事に加わらないことができる。 

４ 審査会は、当該審査に当たって関係者である委員の属する合議体での審査

を事前に可能な限り避けることに留意して、当該審査を行う合議体を定める等

の配慮を行うこととする。 

 （審査の非公開） 

第８条 合議体の審査は、非公開とする。ただし、審査結果が報告された後は、

精神障がい者の個人情報以外の情報については公開することを原則とする。 

 

第３章 退院等の請求 

 （審査の所管） 

第９条 審査会長は、依頼のあった退院等の請求の審査を原則として直近に開

催される合議体に行わせるものとする。 

 （合議体が行う審査のための事前手続き） 

第 10条 審査会は、審査をするに当たって、請求の内容を適切に把握するため

法第38条の５第３項の規定に基づき、退院等の請求をした者及び当該審査に係

る入院中の者が入院している精神科病院の管理者の意見（代理人を含む。）を



70 
 

聞かなければならない。ただし、当該請求受理以前６か月以内に意見聴取を行

っている場合及び同一案件について複数の者から請求があった場合等において、

重ねて意見聴取を行う必要が乏しいと認められるときは、この限りでない。 

２ 意見聴取は、審査を迅速に実施する観点から合議体での審査に先立って行

うものとする。 

３ 意見聴取を行う委員は２名以上、少なくとも１名は精神医療に関して学識

経験を有する委員とする。なお、意見聴取を行う委員については、あらかじめ

定めておくことができる。 

４ 意見聴取は、面接の上、当該請求に関して行うことを原則とする。ただし、

審査会の判断で、書面を提出させることにより意見聴取を行うことができる。

なお、意見聴取した内容について、審査の円滑な運営ができるよう事前に十分

整理しておくこととする。 

５ 合議体は、必要があると認めるときは、第１項に規定する者以外の者であ

っても以下の関係者の意見を聞くことができる。 

(1) 当該患者 

(2) 当該患者の入院に同意した家族等 

(3) 当該患者の入院期間の更新に同意した家族等 

６ 面接の際に審査を行う委員は意見聴取を受ける者に対して、合議体が実際

の審査を行うときに、意見陳述の機会のあることを知らせなければならない。

なお、精神科病院に入院中の患者が退院等を請求した場合は、当該患者に弁護

士による権利擁護を受ける権利のあることを知らせなければならない。 

７ 代理人から意見聴取を行う場合には、当該意見聴取に関して代理権を有す

ることを確認するものとする。また、当該患者に代理人がいる場合で、代理人

が当該患者の面接に立ち会うことを申し出たときは、その立ち会いを認めなけ

ればならないものとする。 

８ 意見聴取を行うに当たって、あらかじめ「退院等の請求に関する意見書

（様式１）」を面接による意見聴取を受ける者に送付し、記載を求めておくも

のとする。 

９ 審査会は、意見聴取を受ける者に「退院等の請求に係る意見聴取の実施に

ついて（様式２－１）」を送付するものとする。また、当該患者に対しては

「退院等の請求に係る意見聴取の実施について（様式２－２）」を送付し、意

見陳述の機会があることを知らせる。 

10 審査会は、審査をするに当たって、必要に応じて、請求の対象となった入

院中の患者の同意を得たうえで、指定医である委員により診察を行うことがで

きる。 

11 審査会は、審査をするに当たって、必要に応じて、病院管理者その他関係

者に対して調査対象となった入院中の患者の診療録、医療保護入院者退院支援

委員会審議記録その他の帳簿書類の提出を命じることができる。 

 （合議体の審査時における関係者からの意見聴取等） 

第 11条 合議体は、審査をするに当たって、必要に応じて次の各号に掲げる関

係者に対して意見を求めることができる。 

(1) 当該患者 
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(2) 請求者 

(3) 病院管理者又はその代理人 

(4) 当該患者の主治医等 

(5) 当該患者の入院に同意した家族等 

(6) 当該患者の入院期間の更新に同意した家族等 

また、３号及び４号に掲げる者に対しては報告を求めることができる。 

２ 合議体は審査をするに当たって、必要に応じて次の各号に掲げる者に対し

て出頭を命じて審問することができる。 

(1) 病院管理者又はその代理人 

(2) 当該患者の主治医等 

(3) その他の関係者 

３ 請求者、病院管理者若しくはその代理人及び合議体が認めたその他の者は、

合議体の審査の場で意見を陳述することができる。なお、請求者が当該患者で

ある場合には、第10条による意見聴取により十分意見が把握できており、合議

体が意見聴取をする必要がないと認めた場合にはこの限りでないが、当該患者

に弁護士である代理人がおり、当該患者が当該代理人による意見陳述を求めた

場合には、合議体は当該代理人に審査の場で意見を述べる機会を与えなければ

ならない。 

４ 審査会は、合議体の場で意見を陳述することを認めた者には「退院等の請

求に係る意見陳述の実施について（様式３）」を送付するものとする。 

 （合議体での審査に関するその他の事項） 

第 12条 合議体は、審査をするに当たって、特に必要と認める場合には市長に

対して、法第38条の６の規定に基づく報告徴収等を行うことを要請すること、

及び指定医である合議体委員の同行を求めることができる。また、その結果に

ついては、報告を求めることができる。なお、合議体が当該審査の後の一定期

間経過後の当該患者の状態確認が必要と判断したときも同様とする。 

２ 合議体における資料については、これを開示しないものとする。ただし、

請求者が当該患者であって弁護士である代理人がいる場合に、その代理人が意

見を述べるうえで必要とするときは資料を開示するものとする。 

 （市長への審査結果の通知） 

第 13条 審査会は、審査終了後速やかに市長に対して、「退院等の請求に関す

る審査結果について（様式４）」により、次に示した内容の結果を通知するも

のとする。 

(1) 退院の請求の場合 

ア 引き続き現在の入院形態での入院が適当と認められること。 

イ 他の入院形態への移行が適当と認められること。 

ウ 合議体が定める期間内に、他の入院形態へ移行することが適当と認められ

ること。 

エ 入院の継続は適当でないこと。 

オ 入院の継続は適当だが、処遇内容が適当でないこと。 

(2) 処遇の改善の請求の場合 

ア 処遇は適当と認めること。 
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イ 処遇は適当でないこと、及び合議体が求める処遇を行うべきこと。 

なお、別途、審査結果について、退院請求の場合は、市長、当該患者が入院す

る精神科病院の管理者及び当該患者の治療を担当する指定医に対し、処遇の改

善の請求の場合は、市長に対して参考意見を述べることができる。 

（その他退院等の請求の審査に関して必要な事項） 

第 14条 退院等の請求の審査中に、請求者から請求の取り下げの申し出が書面

又は口頭により市長になされ、又は当該患者が病院から退院し、市長から審査

会に報告があったときは、これにより審査は終了する。ただし、特に審査会が

取り下げ又は当該患者の退院前の入院等の適否の審査を行う必要があると認め

た場合はこの限りではない。 

２ 処遇の改善の請求のうち、当該請求が法第 36 条又は第 37 条の規定に基づ

く厚生労働大臣の定める処遇の基準その他の患者の人権に直接関わる処遇に関

する請求以外の請求である場合には、前条までの手続きのうち、第９条、第 10

条及び第 11 条を省略し、直ちに審査を行うことができる。 

３ 退院の請求がなされた場合においても、合議体の審査の結果、当該患者の

処遇、社会復帰への指導方法、その他当該患者への適切な医療の提供のために

合議体が必要と認める措置がある場合には、その旨を市長に通知するものとす

る。また、必要に応じて当該患者が入院する精神科病院の管理者、当該患者の

治療を担当する指定医、及び当該患者の家族等と協議することができる。 

 （電話相談の取扱） 

第 15条 合議体は、市長から報告を受けた電話相談のうち口頭による退院等の

請求として認めることが適当と判断される事例については、市長に対して当該

電話相談を退院等の請求として受理するよう求めることができる。その場合、

次の合議体の審査において当該請求を審査することとする。 

 

 

 

第４章 入院及び入院期間の更新の届出並びに定期の報告等に関する審査 

 （合議体での審査等） 

第 16条 審査会は、当該審査を行う合議体の委員に対して事前に当該審査資料

を送付する等により、検討を依頼することができる。また、必要事項の記載漏

れ等を事前に点検しておくことが望ましい。 

２ 審査会は、審査をするに当たって、必要に応じて、審査の対象となった入

院中の患者の同意を得たうえで、指定医である委員により診察を行うことがで

きる。 

３ 審査会は、審査をするに当たって、必要に応じて、病院管理者その他関係

者に対して調査対象となった入院中の患者の診療録その他の帳簿書類の提出を

命じることができる。 

 （意見の聴取等） 

第 17条 合議体は、審査をするに当たって、必要に応じて次の各号に掲げる関

係者に対して意見を求めることができる。 

(1) 当該患者 
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(2) 病院管理者又は代理人 

(3) 当該患者の主治医等 

２ 合議体は審査をするに当たって、必要に応じて次の各号に掲げる者に対し

て出頭を命じて審問することができる。 

(1) 病院管理者又はその代理人 

(2) 当該患者の主治医等 

(3) その他の関係者 

 （合議体での審査に関するその他の事項） 

第 18条 措置入院及び医療保護入院時の届出の審査に当たっては直近の合議体

で審査を行う等、迅速かつ適切な処理を行うよう留意するものとする。 

２ 医療保護入院者の入院期間の更新に関する審査に当たっては、入院期間更

新届及び添付されている医療保護入院者退院支援委員会審議記録により、特段

の理由なく入院の継続が必要と判断されていないか確認する。また、法３８条

の２第２項の規定による任意入院者に係る病状等の報告については、特段の理

由なく入院が必要であると判断されていないか確認する。 

３ 審査会は、合議体の審査に当たって必要な場合及び合議体の審査の結果か

ら必要と認める場合には、市長に対し法第３８条の６及び第４０条の５の規定

に基づく実地審査を行うよう要請すること、及びその実地審査について指定医

である合議体委員の同行を求めることができる。また、当該精神科病院に対し

て市長が行う実地指導に指定医である合議体委員の同行を求めることができる。 

 （審査結果の市長への通知） 

第 19条 審査会は、審査終了後速やかに市長に対して、次により結果を通知す

るものとする。 

(1) 現在の入院形態での入院が適当と認められる。 

(2) 他の入院形態への移行が適当と認められる。 

(3) 合議体が定める期間内に、他の入院形態へ移行することが適当と認められ

る。 

(4) 合議体の定める期間経過後に、当該患者の病状、処遇等について報告を求

めることが適当である。 

(5) 入院の継続は適当でない。 

(6) 当該患者の入院中の処遇について適当でない事項が認められるときはその

処遇内容が適当でない。 

なお、別途、合議体は、審査結果について、市長に対する参考意見、及び当該

患者が入院する精神科病院の管理者又は当該患者の治療を担当する指定医に対

する参考意見を述べることができる。 

 （実地指導との連携） 

第 20条 審査会は、精神科病院に入院中の患者の人権擁護を確保し、その適正

な医療及び保護を実現するために、退院等の請求、定期の報告並びに入院時及

び入院期間の更新に関する届出を審査する責務を負うものであり、審査会は、

その責務を全うするために精神科病院の実地指導と適切な連携をとるものとす

る。 

２ 審査会が実地指導に同行を求める指定医である委員は、１精神科病院につ
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き３名以内とする。 

 

第５章 補則 

 （資料及び記録の保存） 

第 21 条 審査の資料及び議事録の保存期間は、５年とする。 

 （委任） 

第 22 条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、審査会長が定める。 

附 則 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 12 年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 14 年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 17 年 11 月４日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 26 年４月４日から施行する。 

附 則 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則 

この規則は、令和６年４月５日から施行する。 
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８ 札幌市精神医療審査会報告書料支払要綱 

 

平成８年３月 12 日 

衛生局長決裁 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律１２３号。以下「法」という。）の規定に基づく精神科病院（精神科病院

以外の病院で精神病床が設けられているものを含む。）の管理者（以下「病院

管理者」という。）が提出する措置入院者の定期病状報告書、医療保護入院者

の定期病状報告書及び医療保護入院者の入院届及び医療保護入院者の入院期間

更新届（以下「報告書等」という。）に係る報告書料の支払いに関し必要な事

項を定めるものとする。 

（支払の対象） 

第２条 支払い対象とする報告書等とは、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 法第３８条の２第１項の規定により病院管理者が提出する措置入院者の定

期病状報告書のうち厚生労働省令（以下「省令」という。）で定められた期限

内に法で定められた機関が受理したもの。 

(2) 法第３３条第９項（同条第１項、第２項若しくは第６項による措置に係る

ものに限る。）の規定により病院管理者が提出する医療保護入院者の入院届及

び医療保護入院者の入院期間更新届のうち法で定められた期限内に法で定めら

れた機関が受理したもの。 

（報告書料） 

第３条 報告書料の支払額は、報告書等１件につき、２，２５０円とする。 

（確定の通知） 

第４条 保健福祉担当部長は、札幌市精神医療審査会において審査終了した件

数のうち法及び省令で規定されている期間内に受理した件数を四半期ごとに集

計し、各病院管理者に通知するものとする。 

（支払の方法） 

第５条 精神保健担当部長は、前条の通知に基づき各病院管理者から提出され

た請求書等により、支払を行うものとする。 

（委任） 

第６条 この要綱の施行に関し必要な事項は、精神保健担当部長が定める。 

附 則 

この要綱は、平成８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 
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   附 則 

この要綱は、平成１９年７月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

    附 則 

  この要綱は、令和６年４月１日から施行する。ただし、令和５年度分として

提出された医療保護入院者の定期病状報告書については、なお従前の例によ

る。 

 



77 
 

９ 札幌市自立支援医療（精神通院医療）支給認定等審査判定会開催要領 

 

第１ 趣旨 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号。以

下「法」という。）第 6 条第 2 項第 4 号の規定に基づき精神保健福祉セン

ターにて行う札幌市自立支援医療（精神通院医療）支給認定等審査判定会

（以下「審査判定会」という。）の開催及び運営に関し、必要な事項を定

めるものとする。 

第２ 審査判定会の職務 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第52条第

1 項に規定する支給認定（精神障害者に係るものに限る。）及び法第 45 条

第 1 項の申請に対する決定に関する事務のうち、専門的な知識及び技術を

必要とするもの。すなわち、自立支援医療（精神通院医療）支給認定及び

精神障害者保健福祉手帳交付の申請に関する審査判定事務を行う。 

第３ 会長 

１ 審査判定会に会長 1 名を置き、札幌市精神保健福祉センターの常勤職

員をあてる。 

２ 会長は、審査判定会を代表し、会務を総理する。 

  ３ 会長の出席に支障がある場合は、会長があらかじめ指名した順位によ

る 

委員がその職務を代理する。 

第４ 会議 

  １ 審査判定会は、会長が招集する。 

  ２ 会長は、審査判定会の議長となる。 

  ３ 審査判定会は、原則構成員の半数以上の出席を得て開催するものとす

る。なお、自然災害や新興感染症、その他やむを得ない理由等の影響

により、構成員の半数以上の出席が困難な場合はその限りではない。 

４ 審査判定会の議事は、出席した審査判定会員の過半数で決し、可否同

数のときは、議長の決するところによる。 

第５ 予備的審査判定会員 

  １ 審査判定会に予備的審査判定会員を置くことができる。 

２ 予備的審査判定会員は、会長が必要と認めた場合に審査判定会員の職

務を行う。 

第６ 庶務 

   事務局を札幌市精神保健福祉センターに置き、審査判定会の庶務を行う。 

第７ その他 

会長及び事務局は、審査判定会の実施に当たり、必要に応じて協議の上、

円滑な実施を図るものとする。 
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10 札幌市精神科救急医療体制整備事業実施要綱 

平成 16 年 4 月 22 日 

保健福祉局長決裁 

（最近改正 平成 25 年３月 22 日） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、早急な医療を必要とする精神障がい者等のための精神科

救急医療体制を確保し、精神科医療の一層の向上に資するため、北海道にお

いて実施される精神科救急医療体制に係る事業のうち、札幌市市域内等の事

業（以下「精神科救急医療体制」という。）について必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 休日、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第

178 号）に規定する休日並びに 12 月 29 日から同月 31 日までの日及び 1

月 2日から同月 3 日までの日をいう。 

(2) 夜間 夕方 5 時から翌日午前 9時までの間をいう。 

(3) 昼間 午前 9 時から夕方 5時までの間をいう。 

（対象者） 

第３条 精神科救急医療体制は、本市の区域内等において、幻覚妄想状態、せ

ん妄、急性錯乱状態、著しい興奮状態、切迫した自殺企図、薬物による精神

障がい、アルコール性精神障がい（酩酊状態を除く。）その他合併症などの

状態にあるなど、早急に精神科医療を必要とする者（以下「対象者」とい

う。）を対象とする。 

（精神科救急情報センター） 

第４条 休日･夜間における精神科救急医療体制事業の円滑な運営を図るため、

精神科救急医療に関する電話相談や病院紹介のほか、医療、行政等の関係機

関との連絡調整に当たる窓口として、札幌市精神保健福祉センター所管のも

と、札幌市精神科救急情報センター（以下「情報センター」という。）を設

置し運営するとともに、平日昼間の区保健福祉課業務等と連携を図る。 

２ 情報センターに係る業務について、適切な業務遂行が可能な事業者に委託

することができるものとする。 

３ 第 1 項に定める情報センターの運営は、別に定める運営要領による。 

（精神科救急医療施設） 

第５条 北海道が実施する精神科救急医療体制のうち、札幌市が属する精神科

救急医療圏域（別表１のとおり）において病院群輪番により、休日・夜間に

おける対象者の診療を担う医療機関を精神科救急医療施設（以下「当番病院」

という。）として指定する。 

２ 前項に定める当番病院は、休日・夜間において対象者を受け入れる中心的

な役割を担う医療施設として位置付けるものとする。 

なお、当番病院等の基本的な事業内容は、北海道が規定する「道央（札
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幌・後志）ブロック精神科救急医療体制整備事業実施要綱」の事業内容のと

おりとする。 

３ 当番病院のうち、札幌市市域内で精神科救急入院料又は精神科救急・合併

症入院料を算定する医療機関については、札幌市という大都市圏における 24

時間 365 日の精神科救急医療を支える役割を有する基幹病院として位置づけ

るものとする（別表２のとおり）。 

４ 札幌市市域内で開設する精神科診療所等は、自院通院患者に対して、休

日・夜間における相談・診療や、自院対応困難時の連携医療機関の確保、情

報センターへの適時の情報提供等により、休日・夜間の円滑な救急対応が可

能となる体制を確保できるよう努めるものとする。 

（精神科救急医療の提供） 

第６条 当番病院は、本要綱の規定に基づき情報センターが精神科救急医療を

必要と認めた場合に、対象者を診察し必要な精神科救急医療を提供する。 

２ 情報センターは、対象者にかかりつけの医療機関があることが明らかなと

きは、かかりつけの医療機関による診療及び協力を基本とした対応を行うも

のとする。 

３ 基幹病院は、病院群輪番２体制を支えるほか、対象者について特に札幌市

が緊急に診療を必要と判断した者については、最大限の協力を行うものとす

る。 

４ 札幌市が属する道央（札幌・後志１）及び道央（札幌・後志２）にて確保

される空床については、積極的にこれを活用するとともに、輪番２体制化に

伴い、対象者に対する必要な医療と保護が最大限図られるよう運用する。 

（医療機関の連携） 

第７条 当番病院は、救急医療を終えた対象者の医療の継続について、必要に

応じてかかりつけ医療機関などと連携して対応する等、常に適切な精神科救

急医療が提供できるよう努めるものとする。 

（搬送） 

第８条 この精神科救急医療体制により、精神科救急医療を受けようとする対

象者を当番病院まで搬送する必要があるときは、消防機関・警察機関等の協

力が得られる場合を除き、対象者の保護者や家族等により搬送することを基

本とする。 

２ 救急医療を終えた対象者をかかりつけ医療機関やその他の医療機関等に搬

送しようとする場合は、対象者の保護者や家族等のほか、関係する医療機関

がこれを行うことができるものとする。 

（連絡調整会議） 

第９条 精神科医療体制の円滑な運営を図るため、北海道が規定する精神科救

急医療体制道央（札幌・後志）ブロック調整会議及び作業部会等において、

意見の調整を図るものとする。 

（その他） 

第 10条 情報センター及び当番病院は、本精神科救急医療体制が精神科救急医

療について当番病院以外の医療機関が行う自主的な取組みを妨げるものでな

いことに留意しなければならない。 
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２ この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、障がい保健福祉部

長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 16 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成 25 年４月１日から施行する。 

別表１ 精神科救急医療圏域 

ブロック名 各ブロックに属する市町村 

道央（札幌・後志１） 

（札幌南・千歳後志

圏） 

札幌圏 
札幌市（中央区、豊平区、清田区、南区、西

区）、千歳市、恵庭市、北広島市 

後志圏 全 20 市町村 

道央（札幌・後志２） 

（札幌北・江別圏） 
札幌圏 

札幌市（北区、東区、白石区、厚別区、手稲

区）、江別市、石狩市、当別町、新篠津村 

別表２ 基幹病院 

ブロック名 基幹病院名 

道央（札幌・後志１） 

（札幌南・千歳後志

圏） 

市立札幌病院（中央区） 

さっぽろ香雪病院（清田区） 

ときわ病院（南区） 

道央（札幌・後志２） 

（札幌北・江別圏） 
札幌トロイカ病院（白石区） 

大谷地病院（厚別区） 
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11 精神科救急情報センター業務運営要領 

平成 16 年４月 22 日 

保健福祉局理事決裁 

（最近改正 平成 25 年４月１日） 

（目的） 

第１条 この要領は、札幌市精神科救急医療体制整備事業実施要綱（以下「要

綱」という。）に基づき設置する精神科救急情報センター（以下「情報セン

ター」という。）の運営について必要な事項を定める。 

（業務及び相談員） 

第２条 情報センターは、次に掲げる業務を行う。 

(1) 精神科救急医療に係る電話相談の対応 

(2) 精神科救急医療を提供する医療機関の紹介及び調整 

(3) 医療機関、関係機関等との連絡調整 

(4) 空床情報等の活用による調整 

(5) その他、情報センターに関連する業務 

２ 前項各号に掲げる業務遂行のため、情報センターに、精神保健福祉士、看

護師等の資格を有する相談員を置く。 

（運営時間） 

第３条 情報センターの運営時間は、休日 24 時間及び平日夜間とする。 

２ 前項における休日は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和

23年法律第178号）に規定する休日並びに12月 29日から同月31日までの日

及び 1 月 2 日から同月 3日までの日をいう。 

３ 第 1 項における平日夜間は、前項で規定する休日以外の午後 5 時から翌日

午前 9 時までの間をいう。 

（業務に係る留意事項） 

第４条 情報センターは、次の各号に掲げる事項に留意し、業務を行う。 

(1) 精神科救急医療に関する本人又は家族等（以下「相談者」という。）か

らの相談について応じる。ただし、緊急を要しないと判断される相談内容

については、医療機関の業務時間内に相談するよう助言し、診療以外の相

談については、内容に応じて、平日昼間の業務時間内における居住区の区

保健福祉部に配置されている精神保健福祉相談員や精神保健福祉センター

等による相談等を助言する。 

(2) 相談の結果、早急に精神科医療が必要と認められたときは、当該日の当

番病院を相談者に紹介すると共に当番病院に対し、対象者の状況を的確に

説明した上で診察を要請する。ただし、対象者にかかりつけの医療機関が

ある場合は、相談者又は必要に応じて情報センターが当該医療機関と調整

するなどして、かかりつけ医療機関による対応を優先させる。 

(3) 精神疾患以外の疾病で緊急の治療が必要な場合は、夜間急病センター等

と連携し、他の診療科における診療を優先させる。 

(4) 相談の内容から、自傷他害の恐れがあると考えられた場合は、警察に通

報するよう相談者に助言することとし、更に、対象者を既に保護している

警察からの精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律に定める第 24 条



82 
 

通報であって、措置入院又は緊急措置入院の診察が必要と考えられる場合

は、当番病院にその旨を連絡し指定医の診察を依頼する。後に当番病院に

診察結果を確認し、措置入院又は緊急措置入院が必要な場合は、対象者の

居住地等に応じて札幌市内の場合は障がい福祉課精神保健・医療福祉係、

市外の場合には該当する保健所等の行政職員に連絡をとるなど適切な対応

をするものとする。ただし、当番病院の診察を経ずとも明らかに著しい自

傷他害の恐れや当該行為が認められるときは、あらかじめ障がい福祉課又

は所管の保健所等へ一報を入れる。 

(5) 北海道が定める精神科救急に係る連携圏域である道央（札幌・後志）ブ

ロックを構成する「札幌・後志１」圏域と「札幌・後志２」圏域の両圏域

において病院輪番群を設けるため、原則当該圏域内で完結するよう運用を

行う。ただし、確保される空床を最大限有効活用し、入院を要する対象者

の積極的受け入れを図るため、適切に両圏域の当番病院や基幹病院に振り

分けるものとする。 

(6) 対象者の状況にかかわらず、相談者から精神科医療の提供を求められた

場合においても、原則として、要綱第 3 条に規定する対象者に該当するか

どうかの判断を的確に行ったうえ、前号までの規定に従い、適切な対応を

行う。 

(7) 相談にあたっては、必要に応じて、行政機関や消防機関、警察等関係機

関との連絡や連携を緊密に行うものとする。 

２ 精神科医療を必要とする者の医療機関までの搬送は、原則本人又は保護者

等の責任において行う必要があることを説明する。 

３ 第 1 項の規定による業務を行ったときは、以下の項目について記録し、各

日ごとに処理する。 

(1) 相談対象者の住所、氏名、年齢、性別 

(2) 相談者の氏名、続柄、連絡先 

(3) 相談内容 

(4) 相談対象者の精神科治療歴、身体状況 

(5) 相談対応内容 

(6) 相談結果 

(7) その他必要な事項 

（関係機関との連携） 

第５条 情報センターは、その業務を円滑に進めるために、日常から当番病院、

区保健福祉部、精神保健福祉センター、消防機関及び警察署等の関係機関と

情報交換を行う等緊密な連携を図るものとする。 

（記録） 

第６条 情報センターは、その業務に関する記録を 1 年間保管しなければなら

ない。 

附 則 

この要領は、平成 16 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 21 年４月１日から施行する。 
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附 則 

この要領は、平成 22 年 6 月 21 日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
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12 札幌市自殺総合対策推進会議設置要綱 

（平成 21 年７月 10 日 市長決裁） 

 

（設置） 

第 1 条 札幌市における自殺総合対策について、様々な分野の組織等が

密接に連携し、包括的な取組や行動をすることを目的として、札幌市

自殺総合対策推進会議(以下「推進会議」という。)を設置する。 

 

(所掌事務) 

第２条 推進会議は、前条の目的を達成するために、次の事項を審議

し、又は推進する。 

(1) 自殺総合対策の方針の決定及び推進に関すること。 

(2) 自殺総合対策において必要な関係部局間相互の調整に関するこ

と。 

(3) 自殺総合対策における進捗状況の把握に関すること。 

(4) 前３号に定めるもののほか、前条の目的を達成するために必要な

事項。 

 

(構成) 

第３条 推進会議に委員長及び委員を置く。 

２ 委員長は、保健福祉局を所管する副市長とする。 

３ 委員は、別表１に掲げる職にある者、その他委員長が必要と認める

者をもって充てる。 

 

(委員長等の職務) 

第４条 委員長は、推進会議を代表し、推進会議の事務を総括する。 

２ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ

委員長が指名する委員がその職務を代理する。 

 

(幹事会) 

第５条 推進会議の審議に付すべき事項、その他推進会議の所掌事務に

ついて必要な調整を行うため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、幹事長及び幹事をもって構成する。 

３ 幹事長は、保健福祉局精神保健担当部長をもって充てる。 
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４ 幹事は別表２に掲げる職にある者をもって充てる。ただし、幹事長

は、必要に応じて関係する職にある者を幹事に追加し、又は関係する

職にある者に幹事会への出席を求めることができる。 

 

（ワーキンググループ） 

第６条 幹事会は、第２条各号に規定する事項のうち実務的な事項を調

査研究し、又は協議させるため、ワーキンググループを置く。 

２ ワーキンググループは、必要に応じて、関係する職にある者にワー

キンググループへの出席を求めることができる。 

 

(会議) 

第７条 推進会議は、必要の都度委員長が招集する。 

２ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係する職にある者

の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。 

３ 幹事会は、幹事長が招集する。 

４ ワーキンググループは、幹事長が指名したグループリーダーが招集

する。 

 

(庶務) 

第８条 推進会議の庶務は、保健福祉局障がい保健福祉部精神保健福祉

センターにおいて処理する。 

 

(委任) 

第９条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営その他必要な事

項は、委員長が定める。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成 21 年７月 10 日から施行する。 

２ 札幌市自殺予防対策庁内連絡会議運営要綱（平成 20 年８月 26 日保

健福祉局長決裁）は、廃止する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 22 年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 22 年８月５日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 23 年８月８日から施行する。 
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附 則 

１ この要綱は、平成 24 年８月８日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 25 年５月 28 日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 26 年５月 26 日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 27 年 12 月７日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 28 年７月 20 日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 29 年７月 26 日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成 30 年８月 22 日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和元年７月 12 日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和４年 12 月６日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年 10 月 26 日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和７年１月 16 日から施行する。 
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別表１ （第３条関係） 

委員 総務局長 

市長室長 

まちづくり政策局長 

財政局長 

市民文化局長 

保健福祉局長 

ウェルネス推進担当局長 

医務・保健衛生担当局長 

子ども未来局長 

経済観光局長 

建設局長 

都市局長 

交通事業管理者 

病院事業管理者 

消防局長 

区長（委員長が指名する者に限る） 

教育長 
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別表２ （第５条関係） 

幹事 総）改革推進室長 

  広報部長 

職員部長 

政）政策企画部長 

財）財政部長 

税政部長 

市）市民自治推進室長 

市民生活部長 

男女共同参画室長 

保）総務部長 

地域生活支援担当部長 

高齢保健福祉部長 

地域包括ケア推進担当部長 

障がい保健福祉部長 

保険医療部長 

ウェルネス推進部長 

歯科保健担当部長 

医療政策担当部長 

保健所長 

子）子ども育成部長 

子育て支援部長 

児童相談所長 

経）経営支援・雇用労働担当部長 

建）みどりの管理担当部長 

都）住宅担当部長 

交）高速電車部長  

病）市立札幌病院精神科部長 

  市立札幌病院救命救急センター部長 

消）救急担当部長 

区市民部長（幹事長が指名する者に限る） 

区保健福祉部長（幹事長が指名する者に限る） 

教）学校教育部長 

児童生徒担当部長 
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13 札幌市自殺総合対策連絡会議設置要綱 

令和元年 10 月 28 日 

保健福祉局長決裁 

（目的） 

第１条 自殺対策に取り組む関係機関及び関係団体等が相互に連携・協力し、

本市における自殺対策を総合的かつ効果的に推進することを目的として、札

幌市自殺総合対策連絡会議（以下「連絡会議」という。）を設置する。 

（協議事項） 

第２条 連絡会議は、次の各号に掲げる事項について、意見交換及び連絡調整

等を行う。 

⑴ 札幌市自殺総合対策行動計画の推進に関すること。 

⑵ その他自殺対策の推進に必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 連絡会議は、別表に掲げる機関等で構成する。 

（会長） 

第４条 連絡会議に会長を置く。 

２ 会長は、精神保健福祉センター所長とする。 

３ 会長は、連絡会議を代表し、会務を総括する。 

４ 会長に事故があるときは、予め会長が指名する者にその職務を 

代理させる。 

 （アドバイザー） 

第５条 会長は、自殺対策に係る専門的な見地から意見・助言等を求めるた

め、学識経験者の中からアドバイザーを選任することができる。 

（会議） 

第６条 連絡会議は、会長が招集し、会長が議事進行を行う。 

（意見の聴取） 

第７条 連絡会議は、必要があると認めるときは、関係者の出席を認めること

ができ。 

（部会） 
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第８条 連絡会議は、第２条各号に規定する事項のうち、より専門的な見地で

かつ集中的な検討を要するものについて、必要に応じて部会を設置すること

ができる。 

２ 部会の構成機関は、連絡会議における意見を参考に会長が定める。 

３ 部会に部会長を置く。 

４ 部会長は、会長が指名する。 

５ 部会長は、部会の会務を統括する。 

６ 部会は、会長が招集し、部会長が議事進行を行う。 

（庶務） 

第９条 連絡会議の庶務は、保健福祉局障がい保健福祉部精神保健福祉センタ

ーにおいて行う。 

（委任） 

第 10 条 この要綱に定めるもののほか、連絡会議に必要な事項は、会長が定め

る。 

附 則 

１ この要綱は、令和元年 10 月 28 日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、令和５年 11 月２日から施行する。 

別表 
構成機関区分 機関名 

保健・医療・ 

福祉関係機関 

一般社団法人 札幌市医師会 

札幌市精神科医会 

一般社団法人 北海道精神神経科診療所協会 

市立札幌病院 

公益社団法人 北海道看護協会 

一般社団法人 北海道臨床心理士会 

一般社団法人 北海道精神保健福祉士協会 

一般社団法人 札幌薬剤師会 

社会福祉法人 札幌市社会福祉協議会 

公益財団法人 北海道精神保健推進協会 

特定非営利活動法人 さっされん 

大学・研究機関 国立大学法人 北海道大学病院 

公立大学法人 札幌市立大学 

教育関係機関 公益社団法人 全国大学保健管理協会北海道地方部会 

札幌市教育委員会 

警察・消防機関 北海道警察本部 

札幌市消防局 

経営・労働関係機関 一般社団法人 日本産業カウンセラー協会北海道支部 
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厚生労働省北海道労働局 

法律関係機関 札幌弁護士会 

札幌司法書士会 

日本司法支援センター札幌地方事務所 

活動団体 社会福祉法人 北海道いのちの電話 

公益社団法人 北海道家庭生活総合カウンセリングセンター 

自死遺族の思いを語る集い「癒しの会」 

分かちあいの会・ネモフィラ 

社会福祉法人 青十字サマリヤ会 

特定非営利活動法人 札幌連合断酒会 

特定非営利活動法人 札幌市精神障害者家族連合会 
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14 札幌市依存症専門医療機関・依存症治療拠点機関選定要綱 

平成 30 年 11 月 13 日 

保健福祉局長決裁 

（趣旨） 

第１条 札幌市における依存症に関する医療提供体制を整備するため、「依存

症対策地域支援事業の実施について」（平成29年６月13日付け障発0613第

２号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知）の別紙「依存症対策地

域支援事業実施要綱」及び「依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関の

整備について」（平成29年６月13日付け障発0613第４号厚生労働省社会・

援護局障害保健福祉部長通知。以下「第４号通知」という。）に基づき、依

存症専門医療機関（以下「専門医療機関」という。）及び依存症治療拠点機

関（以下「治療拠点機関」という。）の選定について、必要な事項を定める。 

（選定要件） 

第２条 市長は、本市に所在地を有する保険医療機関の中から専門医療機関及

び治療拠点機関を選定する。 

２ 選定の基準は、第４号通知の別紙の選定基準（以下「選定基準」とい

う。）のとおりとする。ただし、治療拠点機関については、市長が選定した

専門医療機関のうち、アルコール健康障害、薬物依存症及びギャンブル等依

存症の三疾患全てを治療の対象としている保険医療機関であって、選定基準

を満たすものの中から市長が選定する。 

（選定） 

第３条 専門医療機関の選定を受けようとする保険医療機関の開設者は、札幌

市依存症専門医療機関選定申請書（様式１）及び添付書類（以下「申請書

類」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、当該申請の内容について前条の選定

要件に基づき審査の上、選定要件を満たすと認める場合に限り、当該保険医

療機関を専門医療機関として選定するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により専門医療機関として選定する保険医療機関の中

から、適当であると認めるものについて、前条の選定要件に基づき審査の

上、選定要件を満たすと認める場合に限り、当該保険医療機関を治療拠点機

関として選定することができる。 

４ 市長は、前２項の審査において、必要がある場合は、当該保険医療機関に

対して追加の添付書類の提出を求めることができる。 

５ 市長は、第２項又は第３項に基づき専門医療機関又は治療拠点機関の選定

を行ったときは、当該保険医療機関に対して、選定通知書（様式２）を送付

するものとする。 

（不選定） 

第４条 市長は、前条第２項の審査の結果、当該保険医療機関が、第２条に規

定する選定要件を満たさないと認めたときは、当該保健医療機関に対して、

不選定通知書（様式３）を交付する。 

（公表） 
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第５条 市長は、選定した専門医療機関及び治療拠点機関について本市のホー

ムページ上に掲載することによって公表する。 

（みなし選定） 

第６条 北海道知事が本市に所在地を有する保険医療機関を専門医療機関又は

治療拠点機関として選定した場合、市長は、第３条の規定にかかわらず、本

市においても当該保険医療機関を専門医療機関又は治療拠点機関として選定

し、第３条第５項及び第５条の手続きを行う。 

（選定要件の確認） 

第７条 市長は、選定した専門医療機関及び治療拠点機関が第２条の選定要件

を満たしているかどうかについて、適時、確認を行うこととする。 

（選定の取消し） 

第８条 第３条の規定により選定された専門医療機関又は治療拠点機関の開設

者は、当該専門医療機関又は治療拠点機関が第２条の選定要件を満たさなく

なったとき、又は引き続き専門医療機関又は治療拠点機関として選定される

ことを辞退しようとするときは、市長に対し、速やかに辞退届（様式４）を

提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の辞退届を受理したときは、辞退届の内容を審査のうえ、速

やかに取消通知書（様式５）を交付し、選定の取り消しを行う。 

３ 前条に基づく確認により、第２条の選定要件を満たしていないことが判明

した場合、市長は、第１項の規定にかかわらず、職権によって選定の取り消

しを行うことができるものとする。なお、この場合、市長は、対象となる専

門医療機関及び治療拠点機関に取消通知書（様式５）を交付し、職権で選定

の取り消しを行った旨を通知するものとする。 

４ 第６条の規定により選定された保険医療機関が、北海道知事から専門医療

機関又は治療拠点機関の選定を取り消された場合は、本市においても同様に

選定を取り消すこととし、当該保険医療機関に取消通知書（様式５）を交付

する。 

（選定基準の改正） 

第９条 国が専門医療機関及び治療拠点機関の選定基準を改正した場合、市長

は、既に選定した専門医療機関及び治療拠点機関に対し、選定基準の改正に

ついて速やかに周知するとともに、既に選定した専門医療機関及び治療拠点

機関が改正後の選定基準を満たしているかどうかを審査しなければならな

い。 

２ 前項の審査の結果、改正後の選定基準を満たさない専門医療機関及び治療

拠点機関は、第８条第１項に定める選定の取り消しの手続きを行わなければ

ならない。 

（北海道との情報共有） 

第 10 条 市長が専門医療機関及び治療拠点機関の選定又は選定の取り消しを

行った場合、依存症専門医療機関等の選定に関する情報提供書（様式６）又

は依存症専門医療機関等の選定取消に関する情報提供書（様式７）により、

北海道知事に情報提供するものとする。 

（委任） 
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第 11 条 この要綱の実施に当たり、その他必要な事項は保健福祉局精神保健

担当部長が定める。 

 

附則 

この要綱は、平成 30 年 11 月 13 日から施行する。 

附則 

この要綱は、令和４年８月 22 日から施行する。 

  



95 
 

15 札幌市依存症対策地域支援連携会議設置要綱 

令和元年 11 月 18 日 

保健福祉局長決裁 

（目的） 

第１条 依存症患者等に対する包括的な支援を実施するため、依存症対策に関

わる医療機関や依存症の本人及び家族等を支援する機関・団体、その他関係

機関等が、地域における依存症に係る情報や課題を共有し、密接な連携を図

ることを目的として、「札幌市依存症対策地域支援連携会議（以下「連携会

議」という。）」を設置する。 

（協議事項） 

第２条 連携会議は、次の各号に掲げる事項について連絡調整等を行う。 

（１）札幌市における依存症対策に関する情報や課題に関すること。 

（２）その他札幌市の依存症対策の推進に必要な事項に関すること。 

（会長） 

第３条 連携会議の会長（以下「会長」という。）は、札幌市依存症治療拠点

機関の代表をもって充てる。 

２ 会長は、会議を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故あるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名す

る委員をもってその職務を代理させることができる。 

（組織）  

第４条 連携会議は、次の各号に掲げる機関のうち、委員20名以内をもって構

成する。 

（１）札幌市依存症治療拠点機関 

（２）札幌市依存症専門医療機関 

（３）札幌市依存症相談拠点 

（４）依存症の本人及び家族等を支援する機関・団体 

（５）相談機関・地域福祉関係者 

（６）その他、会長が適当と認める者 

(会議等) 

第５条 連携会議は、会長が招集し、会長は、会議の議長となる。 

２ 会長は、会議の議事に関し必要があると認めるときは、委員以外の者に会

議への出席を求め、説明若しくは意見を聴き、又は必要な資料の提出を求め

ることができる 

（分科会） 

第６条 連携会議は、第２条各号に規定する事項のうち、より専門的な見地で

かつ集中的な検討を要するものについて、必要に応じて分科会を設置するこ

とができる。 

２ 分科会の構成機関は、会長が指名する機関をもって充てる。 

３ 分科会の長（以下「分科会長」という。）は、会長が指名する機関の委員

をもって充てる。 

４ 分科会は、会長が招集し、分科会長が会議の議長となる。 



96 
 

（庶務） 

第７条 連携会議の庶務は、保健福祉局障がい保健福祉部精神保健福祉センタ

ーにおいて行う。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、連携会議に必要な事項は、会長が連携

会議に諮って定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和元年 11 月 18 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年 10 月 11 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和４年８月 22 日から施行する。 
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（参考）「精神保健福祉センター運営要領」について 
 
 

令和５年１１月２７日 

障発１１２７第８号 

各都道府県知事、各指定都市市長あて 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知 

 

 

 

 

 

 令和４年12月に成立した「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律等の一部を改正する法律」を踏まえ、精神保健センター運営要領

を別紙のように定め、令和６年４月１日より適用することとしたので、管内市

町村を含め関係者及び関係団体に対する周知方につき配慮願いたい。なお、本

通知の適用に伴い、「精神保健センター運営要領について」(平成８年１月 19

日健医発第 57 号保健医療局長通知)は、令和６年３月 31 日付けで廃止する。 
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別紙 

 

精神保健福祉センター運営要領 

 

 

1  地域精神保健福祉におけるセンターの役割 

 精神保健福祉センター(以下「センター」という。)は、精神保健及び精神障

害者福祉に関する法律 (昭和 25 年法律第 123 号。以下「 という。)第 6条の

規定に基づき、都道府県等及び指定都市(以下「都道府県等」という。)が設置

する精神保健及び精神障害者の福祉に関する総合的技術センターとして、地域

の精神保健福祉における活動推進の中核的な機能を備えなければならない。 

 また、住民の精神的健康の保持増進、精神障害の予防、適切な精神医療の推

進、地域生活支援の促進、自立と社会経済活動への参加の促進のための援助等

を行うものである。 

 さらに、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律等の

一部を改正する法律(令和 4 年法律第 104 号。以下「令和 4年改正法」とい

う。)により、法第 46 条において、都道府県及び市町村が実施する精神保健福

祉に関する相談支援について、精神障害者のみならず精神保健に課題を抱える

者も対象とされ、これらの者の心身の状態に応じた適切な支援の包括的な確保

を旨として、行わなければならないことが規定された。精神障害者等をより身

近な地域できめ細かく支援していくためには、 市町村が相談支援等の取組を

これまで以上に積極的に担っていくことが求められており、センターは市町村

及び市町村を支援する保健所と協働し、精神障害者等のニーズや地域の課題を

把握した上で、障害保健福祉圏域等の単位で精神保健医療福祉に関する重層的

な連携による支援体制の構築に向け、本要領 に示す各業務を総合的に推進す

る。 

 

２  実施体制 

 （１） 組織体制 

  組織は、原則として総務部門、地域精神保健福祉部門、教育研修部門、調

査研究部門、精神保健福祉相談部門、精神医療審査会事務部門、精神障害者

保健福祉手帳判定部門及び自立支援医療(精神通院医療)判定部門等をもって

構成すること。 

 （２）職員の配置 

   ア 基本的考え方 

    令和 4 年改正法により、法第 46 条において、都道府県及び市町村が実

施する精神保健に関する相談支援について、精神障害者のほか精神保健に

課題を抱える者も対象にできるようにするとともに、これらの者の心身の

状態に応じた適切な支援の包括的な確保を旨とすることが明確化され、そ

れに伴い、センターの保健所及び市町村への支援強化の必要性が増してい

る。 
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  そのため、センターの職員に関して、専門職の十分な確保や人材育成及び

資質向上の観点に留意し、精神保健及び精神障害者の福祉に関する総合的技

術センターとしての機能や市町村の相談支援体制構築のための援助遂行を果

たすために十分な人数を配置すること。なお、十分な人数を配置した上で、

業務に支障が生じない場合は、職務の共通するものについて他の相談機関等

と兼務することも差し支えない。 

 

  イ 所長 

   センターの所長は、市町村の専門的なニーズに対応していくために、精

神保健指定医等、精神保健福祉に関する職務を行うのに必要な知識及び技能

を十分に有する医師をあてることが望ましい。 

   

 ウ 職員構成 

  センターの職員構成は、医師、保健師、看護師、作業療法士、精神保健福

祉士、公認心理師、精神保健福祉相談員、その他のセンター業務実施に必要

な職員等多職種で構成すること。 

  医師については、精神科の診療に十分な経験を有する者をあてること。 

  医師以外の職員についても、センターが都道府県等の本庁等の精神保健及

び精神障害者の福祉に関する専門性を発揮できるよう、個々のキャリアパス

や精神保健福祉に関する業務の経験等も十分  考慮した上で配置するこ

と。 

 

３ 業務 

 以下に示す業務は、いずれもセンターの業務と密接な関係にあり、センター

が精神保健及び精神障害者の福祉に関する総合的技術センターとしての立場で

実施するものである。これらの業務については、都道府県等の本庁、保健所、

市町村等必要な関係機関と日頃から連携し、精神障害者やその家族等の意見も

考慮しながら進めていくものである。 

 

 （１）企画立案 

  地域における精神保健医療福祉の包括的支援を推進するため、精神保健に

関する地域課題の整理及び対応策の検討、精神障害者の地域生活支援の推進

方策や、医療計画、健康増進計画、アルコール健康障害対策推進計画、再犯

防止推進計画、ギャンブル等依存症対策推進基本計画、障害者基本計画、障

害福祉計画、自殺対策計画等の地域における精神保健福祉施策の計画的推進

に関する事項 等について、専門的な立場から、都道府県等の本庁と協働

し、企画立案を行い、市町村や保健所をはじめとした関係機関に対しては意

見を述べる等を行うこと。 

 

 （２）技術支援 

  令和 4 年改正法による法第 46 条の規定新設の趣旨を踏まえ、市町村や市

町村を支援する保健所への支援体制の強化が必要である。 
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  センターは、包括的支援体制の確保のために、都道府県等の本庁、保健

所、市町村、児童相談所、 障害者就業・生活支援センター等関係機関に対

し、本項の各業務に関して、地域の事情に応じた方法で協議の場への参画、

研修、事例検討、個別スーパービジョン、同席での相談や同行訪問に加え

て、意見提案、情報提供、対象機関の事業実施への支援、講師派遣等によ

り、専門的立場から積極的な技術支援を行うこと。 

 

 （３）人材育成 

  保健所、市町村、福祉事務所、児童相談所、障害福祉サービス事業所、そ

の他の関係機関等で精神保健福祉業務に従事する職員に対して、都道府県等

全体の施策に関することや、事例検討等を含む精神保健福祉の相談支援に係

る専門的研修等を行い、人材の育成及び技術的水準の向上を図ること。 

  精神保健福祉相談員について、「精神保健及び精神障害者福祉に関する法

律施行令第十二条第三号に規定する講習会の指定基準等について」 (令和 5

年 11 月 27 日付障害保健福祉部長通知障発 1127 第 10 号)に基づく講習会を

開催する場合は保健所及び管内市町村の参加を積極的に促すこと。 

  

 （４）普及啓発 

  住民に対し、メンタルヘルス、精神疾患及び精神障害についての正しい知

識、相談支援等の社会 資源及び精神障害者の権利擁護等に関しての普及啓

発を行うこと。普及啓発の実施の際には、精神障害者に対する差別や偏見を

なくすため、「心のサポーター」の養成を行う等、態度や行動の変容につな

がることを意識すること。 

  また、保健所及び市町村が行う普及啓発活動に対して専門的立場から協力

及び援助を行うこと。 

  

 （５）調査研究 

  地域の精神保健福祉における活動推進並びに精神障害者の地域生活支援の

促進及び自立と社会経済活動への参加の促進等についての調査研究を行うと

ともに、センターは市町村の規模や資源によって住民への支援に差が生じな

いよう、精神保健及び精神障害者の福祉等に関する統計やデータベース等を

活用及び分析し、企画立案に役立てること。また、その結果をもとに都道府

県等の本庁、保健所、市町村等が行う精神保健福祉活動が効果的に展開でき

るよう資料を提供すること。 

  これらの調査研究等を通じ、精神保健福祉上の課題を抱える者のニーズや

地域課題を把握した上で、障害保健福祉圏域等の単位で精神保健医療福祉に

関する重層的な連携による支援体制を構築していくこと。 

 

（６）精神保健福祉に関する相談支援 

  心の健康に関する相談や精神医療の新規受診や受診継続に関する相談、思

春期・青年期・高齢期 等のライフステージごとのメンタルヘルス及び精神

疾患の課題、それらを背景とした自殺に関連する相談、家庭内暴力やひきこ
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もりの相談、アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症等精神保健福 祉に

関する相談支援のうち、専門性が高く、複雑又は困難なケースに対して、総

合的技術センターとしての立場から適切な相談支援等を行うとともに、保健

所、市町村及び関係機関等と連携し、相談支援を行うこと。 

  相談支援の実施方法は、電話、メール、面接、訪問等により行うものと

し、相談者のニーズや状態に応じて、ピアサポーター等の活用も含め、適切

に実施すること。 

  特に、自ら相談窓口で精神保健の相談をすることに心理的なハードルを感

じる者や地域に潜在化している精神保健に関する課題を抱える者に対して

は、地域の実情に応じた体制で多職種によるアウトリーチ支援を適切に実施

すること。 

  なお、聴覚障害等のコミュニケーションを図ることに支障がある者からの

精神保健に関する相談 支援に対応する場合に適切に意思疎通を図ることが

できるよう、手話通訳者の配置等合理的な配慮をすること。 

 

 （７）当事者団体等の育成及び支援 

  当事者団体や家族会等について、都道府県等単位での活動を把握し、支援

することに努めるとともに、保健所、市町村並びに地区単位での活動に協力

する。さらに、都道府県内の保健所、市町村等に対して、当事者、ピアサポ

ーター等の活用を促進すること。 

  

 （８）精神医療審査会の審査に関する事務 

  精神医療審査会は、精神障害者の人権に配慮しつつその適正な医療及び保

護を確保するために、精神科病院に入院している精神障害者の処遇等につい

て専門的かつ独立的な機関として審査を行うために設置された機関である。

センターに配置されている精神保健福祉の専門職員を活用し、精神医療審査

会の開催事務及び審査遂行上必要な調査その他当該審査会の審査に関する事

務を行うこと。また、法第 38 条の 4の規定による退院等の請求等の受付に

ついても、精神保健福祉センターで行う等、審査の客観性、独立性を確保で

きる体制を整えること。 

  なお、退院等の請求方法は書面を原則としているが、当該患者が口頭(電

話を含む。)による請求の受理を求めるときはそれを認めるものとしている

ことに留意すること。また、退院等の請求や相談に応じた際に、請求には至

らないが、第三者による支援が必要と考えられる者に対し、法第 35 条の 2

の規定による入院者訪問支援事業を都道府県等が実施している場合において

は、本事業を紹介すること。 

  さらに、精神医療審査会の事務を行う上で、法律に関し学識を有する者か

らの助言を得られる体制を整えることが望ましい。 

  

 （９）精神障害保健福祉手帳の判定及び自立支援医療費(精神通院医療)の支

給認定 
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  法第 45 条第 1項の規定に基づき申請された精神障害者保健福祉手帳の交

付の可否及び障害等級の判定業務及び障害者総合支援法第 52 条第 1項の規

定による自立支援医療(精神通院医療)の支給認定を専門的な機関として行う

こと。 

 

 （10）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関

する法律に係る業務 

  心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する

法律(平成 15 年法律第 110 号)による地域社会における処遇については、保

護観察所長が定める処遇の実施計画に基づき、地域精神保健福祉業務の一環

として実施されるものであり、センターにおいても保護観察所等関係機関相

互の連携により必要な対応を行うこと。 

  

 （11） 災害等における精神保健上の課題に関する相談支援 

  災害・事故・事件等に関連して生じた、住民の精神保健上の課題に対する

相談支援について、医療機関、保健所、市町村等の関係機関と連携し、中核

的役割を担うこと。 

  

 （12） 診療や障害者福祉サービス等に関する機能 

  地域における診療、デイケア及び障害福祉サービス等の機能を確認し、必

要に応じ、地域で提供されていない機能を提供すること。ただし、精神医療

審査会事務並びに精神障害者保健福祉手帳の判定及び自立支援医療費(精神

通院医療)の支給認定を行うことから、その判定等が公正に行われるよう、

透明性及び公平性の確保に配慮すること。 

  

 （13） その他 

  本運営要領に定めるもののほか、地域の実情に応じ、必要な業務を行うこ

と。 

 


